
規

則 

埼
玉
県
総
合
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
病
院
事
業
財
務
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

令
和
三
年
三
月
三
十
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

埼
玉
県
規
則
第
三
十
四
号 

埼
玉
県
総
合
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
病
院
事
業
財
務
規
則 

目
次 
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条
） 
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章 
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条
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） 

第
三
章 
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計
伝
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十
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定
科
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第
十
六
条
） 

 

第
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章 

収
入
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支
出 
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節 

収
入
（
第
十
七
条
―
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十
八
条
） 

 
 

第
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節 
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出
（
第
二
十
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条
―
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四
十
九
条
） 

 
 

第
三
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納
取
扱
金
融
機
関
（
第
五
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条
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六
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条
） 
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預
り
金
及
び
預
り
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価
証
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（
第
六
十
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条
―
第
六
十
六
条
） 

第
五
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卸
資
産 

第
一
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通
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六
十
七
条
・
第
六
十
八
条
） 

第
二
節 

調
達
（
第
六
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九
条
・
第
七
十
条
） 

第
三
節 

出
納
（
第
七
十
一
条
―
第
七
十
六
条
） 

第
四
節 

た
な
卸
し
（
第
七
十
七
条
―
第
八
十
条
） 

 

第
六
章 

た
な
卸
資
産
以
外
の
物
品
（
第
八
十
一
条
・
第
八
十
二
条
） 

第
七
章 

固
定
資
産 

第
一
節 

通
則
（
第
八
十
三
条
・
第
八
十
四
条
） 

第
二
節 

取
得
（
第
八
十
五
条
―
第
九
十
一
条
） 

第
三
節 

管
理
及
び
処
分
（
第
九
十
二
条
―
第
百
七
条
） 

第
四
節 

減
価
償
却
（
第
百
八
条
・
第
百
九
条
） 

 

第
八
章 

引
当
金
（
第
百
十
条
） 

 

第
九
章 

予
算
（
第
百
十
一
条
―
第
百
十
七
条
） 

第
十
章 

決
算
（
第
百
十
八
条
―
第
百
二
十
条
） 

 

第
十
一
章 

雑
則
（
第
百
二
十
一
条
―
第
百
二
十
六
条
） 

 

附
則 



第
一
章 

総
則 

（
趣
旨
） 

第
一
条 

埼
玉
県
総
合
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
病
院
事
業
（
以
下
「
病
院
事
業
」
と
い

う
。
）
の
財
務
に
関
し
て
は
、
法
令
、
条
例
及
び
他
の
規
則
に
定
め
る
も
の
を
除
く
ほ
か
、
こ

の
規
則
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

（
規
則
等
の
遵
守
） 

第
二
条 

財
務
事
務
を
担
当
す
る
職
員
は
、
こ
の
規
則
並
び
に
法
令
、
条
例
及
び
他
の
規
則
の
定

め
る
と
こ
ろ
に
従
い
、
適
正
か
つ
能
率
的
な
事
務
処
理
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
用
語
の
意
義
） 

第
三
条 

こ
の
規
則
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
る
。 

 

一 

セ
ン
タ
ー 

埼
玉
県
総
合
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
条
例
（
昭
和
五
十
六
年
埼
玉

県
条
例
第
四
十
二
号
）
第
一
条
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
く
病
院
を
い
う
。 

 

二 

金
銭 

現
金
及
び
小
切
手
、
郵
便
為
替
そ
の
他
現
金
に
代
わ
る
べ
き
証
書
類
を
い
う
。 

第
二
章 

組
織 

（
企
業
出
納
員
等
） 

第
四
条 

セ
ン
タ
ー
に
企
業
出
納
員
及
び
現
金
取
扱
員
を
置
く
。 

２ 

企
業
出
納
員
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
職
に
あ
る
者
を
も
っ
て
充
て
、
そ
の
者
に
同
表

の
中
欄
に
掲
げ
る
事
務
を
委
任
す
る
も
の
と
し
、
企
業
出
納
員
が
不
在
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て

は
、
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
職
に
あ
る
者
が
当
該
企
業
出
納
員
の
事
務
を
代
決
す
る
こ
と
が
で

き
る
。 

 
 

            

看
護
部
長 

診
療
部
長 

管
理
・
業
務

部
長 上 

欄 

診
療
材
料
の
出
納
及
び
保
管 

診
療
用
の
薬
品
及
び
給
食
材
料
の
出
納
及
び
保
管 

金
銭
の
収
納 

小
切
手
の
振
出
し 

小
切
手
振
出
し
の
通
知 

隔
地
払
の
請
求
及
び
送
金
の
通
知 

口
座
振
替
の
請
求
及
び
通
知 

預
金
の
組
替
え 

物
品
の
出
納
及
び
保
管
（
他
の
企
業
出
納
員
の
つ

か
さ
ど
る
事
務
を
除
く
。
） 

支
出
負
担
行
為
に
関
す
る
確
認 

中 

欄 

セ
ン
タ
ー
の
長
（
以

下
「
セ
ン
タ
ー
長
」

と
い
う
。
）
が
あ
ら

か
じ
め
指
定
す
る
職

員 

下 

欄 

 



３ 

前
項
の
規
定
に
よ
る
企
業
出
納
員
が
欠
け
た
と
き
、
又
は
そ
の
者
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
、

セ
ン
タ
ー
の
職
員
の
う
ち
か
ら
知
事
が
あ
ら
か
じ
め
指
定
し
た
者
を
も
っ
て
企
業
出
納
員
に
充

て
る
も
の
と
し
、
そ
の
者
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
項
の
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
出
納
事
務
を
つ
か
さ
ど

る
。 

４ 

現
金
取
扱
員
は
、
セ
ン
タ
ー
長
が
セ
ン
タ
ー
の
職
員
の
う
ち
か
ら
指
定
す
る
者
を
も
っ
て
充

て
る
。 

５ 

現
金
取
扱
員
は
、
上
司
の
命
を
受
け
、
病
院
事
業
の
業
務
に
係
る
金
銭
の
収
納
に
関
す
る
事

務
を
つ
か
さ
ど
る
。 

６ 

現
金
取
扱
員
が
一
日
に
取
り
扱
う
こ
と
の
で
き
る
金
銭
の
限
度
額
は
、
三
百
万
円
と
す
る
。 

（
善
管
注
意
義
務
） 

第
五
条 

企
業
出
納
員
及
び
現
金
取
扱
員
は
、
善
良
な
管
理
者
の
注
意
を
も
っ
て
、
現
金
そ
の
他

の
資
産
を
取
り
扱
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
金
融
機
関
の
出
納
事
務
取
扱
い
） 

第
六
条 

知
事
は
、
地
方
公
営
企
業
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
七
年
政
令
第
四
百
三
号
。
以
下
「
令
」

と
い
う
。
）
第
二
十
二
条
に
規
定
す
る
金
融
機
関
の
う
ち
か
ら
出
納
取
扱
金
融
機
関
を
指
定
し
、

病
院
事
業
の
業
務
に
係
る
公
金
の
出
納
事
務
の
一
部
を
取
り
扱
わ
せ
る
も
の
と
す
る
。 

第
三
章 

会
計
伝
票
、
帳
簿
及
び
勘
定
科
目 

第
一
節 

会
計
伝
票 

（
会
計
伝
票
に
よ
る
処
理
） 

第
七
条 

病
院
事
業
の
業
務
に
係
る
取
引
に
つ
い
て
は
、
そ
の
取
引
の
発
生
の
都
度
、
証
拠
と
な

る
べ
き
書
類
に
基
づ
い
て
会
計
伝
票
に
よ
り
処
理
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
会
計
伝
票
の
種
類
及
び
発
行
） 

第
八
条 

会
計
伝
票
の
種
類
は
、
収
入
伝
票
、
支
出
伝
票
及
び
振
替
伝
票
と
す
る
。 

２ 

収
入
伝
票
は
、
金
銭
収
入
の
取
引
に
つ
い
て
発
行
す
る
。 

３ 

支
出
伝
票
は
、
金
銭
支
払
の
取
引
に
つ
い
て
発
行
す
る
。 

４ 

振
替
伝
票
は
、
前
二
項
に
規
定
す
る
取
引
以
外
の
取
引
に
つ
い
て
発
行
す
る
。 

（
会
計
伝
票
の
作
成
等
） 

第
九
条 

会
計
伝
票
は
、
単
純
取
引
一
件
ご
と
に
作
成
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
同
種
の
単

純
取
引
に
つ
い
て
は
、
二
件
以
上
を
集
合
し
て
作
成
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

会
計
伝
票
に
は
、
請
求
書
、
領
収
書
、
検
査
調
書
そ
の
他
の
証
拠
と
な
る
べ
き
書
類
を
添
付

す
る
も
の
と
す
る
。 

（
会
計
伝
票
等
の
保
存
） 

第
十
条 

収
入
伝
票
、
支
出
伝
票
及
び
振
替
伝
票
並
び
に
取
引
に
関
し
証
拠
と
な
る
べ
き
書
類
は
、

毎
月
日
付
順
に
区
分
し
、
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 



第
二
節 

帳
簿 

（
帳
簿
） 

第
十
一
条 

帳
簿
の
種
類
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。 

 

一 
総
勘
定
元
帳 

 

二 

収
入
予
算
整
理
簿 

 

三 

支
出
予
算
整
理
簿 

 

四 

未
収
金
整
理
簿 

 

五 

未
払
金
整
理
簿 

 

六 

経
過
勘
定
整
理
簿 

 

七 

物
品
受
払
簿 

 

八 

預
り
金
整
理
簿 

 

九 

預
り
有
価
証
券
整
理
簿 

 

十 

固
定
資
産
台
帳 

 

十
一 

企
業
債
台
帳 

 

十
二 

預
金
口
座
出
納
簿 

 

十
三 

貯
蔵
品
出
納
簿 

 

十
四 

一
時
借
入
金
出
納
簿 

 

十
五 

補
塡
財
源
明
細
書 

 

十
六 

現
金
出
納
簿 

２ 

事
務
局
長
（
セ
ン
タ
ー
の
事
務
局
長
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
は
、
前
項
第
一
号
か
ら
第
七

号
ま
で
及
び
第
十
号
の
帳
簿
を
備
え
、
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

課
長
（
福
祉
部
福
祉
政
策
課
長
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
は
、
第
一
項
第
二
号
、
第
三
号
、

第
十
一
号
及
び
第
十
五
号
の
帳
簿
を
備
え
、
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
第
一
項
第
八
号
、
第
九
号
、
第
十
二
号
、
第
十

四
号
及
び
第
十
六
号
の
帳
簿
を
備
え
、
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

５ 

企
業
出
納
員
は
、
第
一
項
第
十
三
号
の
帳
簿
を
備
え
、
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
記
帳
の
原
則
） 

第
十
二
条 

帳
簿
は
、
会
計
伝
票
又
は
証
拠
と
な
る
べ
き
書
類
に
基
づ
き
、
正
確
か
つ
明
瞭
に
記

帳
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
科
目
の
更
正
） 

第
十
三
条 

整
理
済
み
の
科
目
に
誤
り
を
発
見
し
た
と
き
は
、
直
ち
に
振
替
伝
票
を
発
行
し
、
正

当
な
科
目
に
更
正
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
帳
簿
の
照
合
） 

第
十
四
条 

帳
簿
は
、
随
時
照
合
を
行
い
、
そ
の
正
確
を
期
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 



（
補
助
簿
の
備
付
け
） 

第
十
五
条 

事
務
局
長
、
課
長
又
は
企
業
出
納
員
は
、
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
第
十
一
条
第
一
項

各
号
に
掲
げ
る
帳
簿
の
ほ
か
、
補
助
簿
を
備
え
る
こ
と
が
で
き
る
。 

第
三
節 

勘
定
科
目 

（
勘
定
科
目
） 

第
十
六
条 

病
院
事
業
の
経
理
は
、
損
益
勘
定
、
資
産
勘
定
、
負
債
勘
定
及
び
資
本
勘
定
に
区
分

し
て
行
う
も
の
と
す
る
。 

２ 

前
項
に
規
定
す
る
勘
定
科
目
の
区
分
は
、
別
表
第
一
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

第
四
章 

収
入
及
び
支
出 

第
一
節 

収
入 

（
収
入
徴
収
の
権
限
の
委
任
） 

第
十
七
条 

セ
ン
タ
ー
長
に
対
し
、
病
院
事
業
に
係
る
収
入
の
徴
収
の
権
限
を
委
任
す
る
。 

（
収
入
の
調
定
） 

第
十
八
条 

収
入
の
調
定
は
、
セ
ン
タ
ー
長
（
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
「
収
入
徴
収
権
者
」
と
い

う
。
）
が
振
替
伝
票
（
調
定
と
同
時
に
金
銭
の
収
納
が
行
わ
れ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
収
入
伝

票
）
に
決
裁
す
る
こ
と
に
よ
り
行
う
。 

２ 

前
項
の
規
定
は
、
収
入
の
調
定
を
更
正
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

（
納
入
通
知
書
兼
領
収
書
の
送
付
等
） 

第
十
九
条 

収
入
徴
収
権
者
は
、
調
定
後
直
ち
に
納
入
義
務
者
に
対
し
、
納
入
通
知
書
兼
領
収
書

を
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
そ
の
性
質
上
納
入
通
知
書
兼
領
収
書
を
送
付
す
る

こ
と
が
適
当
で
な
い
場
合
は
、
当
該
送
付
に
代
え
て
、
口
頭
、
掲
示
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
納

入
の
通
知
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
納
入
の
通
知
を
す
る
場
合
は
、
別
に
納
期
限
が
定
め
ら
れ
て
い
る
も
の

を
除
き
、
当
該
通
知
を
す
る
日
か
ら
起
算
し
て
十
五
日
以
内
に
お
い
て
適
宜
の
納
期
限
を
定
め

る
も
の
と
す
る
。 

（
納
入
通
知
書
兼
領
収
書
の
再
発
行
） 

第
二
十
条 

収
入
徴
収
権
者
は
、
納
入
通
知
書
兼
領
収
書
を
亡
失
し
、
若
し
く
は
損
傷
し
た
旨
の

納
入
義
務
者
か
ら
の
申
出
又
は
納
付
さ
れ
た
証
券
が
支
払
の
拒
絶
を
さ
れ
た
旨
の
出
納
取
扱
金

融
機
関
か
ら
の
通
知
を
受
け
た
と
き
は
、
速
や
か
に
納
入
通
知
書
兼
領
収
書
を
再
発
行
し
、
そ

の
余
白
に
再
発
行
で
あ
る
旨
を
記
載
し
て
当
該
納
入
義
務
者
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
口
座
振
替
の
方
法
に
よ
る
収
入
の
納
付
） 

第
二
十
一
条 

口
座
振
替
の
方
法
に
よ
り
収
入
を
納
付
し
よ
う
と
す
る
納
入
義
務
者
は
、
あ
ら
か

じ
め
、
預
金
口
座
を
設
け
て
い
る
出
納
取
扱
金
融
機
関
の
承
諾
を
得
て
、
口
座
振
替
納
付
届
を

収
入
徴
収
権
者
に
提
出
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 



２ 

収
入
徴
収
権
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
納
付
届
の
提
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
口
座
振
替
納

入
通
知
書
（
磁
気
テ
ー
プ
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
方
法
に
よ
り
一
定
の
事
項
を
確
実
に
記
録
し

て
お
く
こ
と
が
で
き
る
物
（
以
下
こ
の
項
及
び
第
三
十
三
条
に
お
い
て
「
磁
気
テ
ー
プ
等
」
と

い
う
。
）
に
よ
り
納
入
の
通
知
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
磁
気
テ
ー
プ
等
）
を
出
納
取

扱
金
融
機
関
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
金
銭
領
収
） 

第
二
十
二
条 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
金
銭
を
収
納
し
た
と
き
は
、
直
ち
に

納
入
者
に
対
し
て
領
収
書
を
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
前
項
に
規
定
す
る
領
収
書
に
領
収
印
を
押
印
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
収
納
金
の
取
扱
い
） 

第
二
十
三
条 

現
金
取
扱
員
は
、
金
銭
を
収
納
し
た
と
き
は
、
管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出

納
員
に
そ
の
内
訳
を
示
す
書
類
を
送
付
す
る
と
と
も
に
、
当
該
金
銭
を
即
日
又
は
翌
日
に
引
き

継
が
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
自
ら
収
納
し
た
金
銭
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
引

継
ぎ
を
受
け
た
金
銭
及
び
次
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
引
渡
し
を
受
け
た
金
銭
を
払
込
書
に
よ

っ
て
即
日
又
は
翌
日
出
納
取
扱
金
融
機
関
に
払
い
込
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
そ
の

金
銭
が
遠
隔
又
は
交
通
不
便
の
地
で
収
納
し
た
も
の
そ
の
他
の
も
の
で
知
事
が
本
文
の
手
続
に

よ
る
こ
と
が
不
適
当
と
認
め
た
も
の
に
つ
い
て
は
、
知
事
が
指
定
す
る
期
間
そ
の
払
込
み
を
延

期
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

３ 

前
項
本
文
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
適
当
と
認

め
る
範
囲
内
に
お
い
て
、
釣
銭
と
し
て
用
い
る
た
め
に
、
収
納
し
た
現
金
の
一
部
を
留
め
置
く

こ
と
が
で
き
る
。 

（
収
納
の
委
託
） 

第
二
十
四
条 

地
方
公
営
企
業
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
九
十
二
号
。
以
下
「
法
」
と
い

う
。
）
第
三
十
三
条
の
二
の
規
定
に
よ
り
公
金
の
収
納
の
事
務
を
委
託
し
た
と
き
は
、
当
該
委

託
を
受
け
た
者
（
以
下
「
公
金
収
納
事
務
受
託
者
」
と
い
う
。
）
に
対
し
、
公
金
収
納
事
務
受

託
者
で
あ
る
旨
を
示
す
証
明
書
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

第
二
十
二
条
の
規
定
は
、
公
金
収
納
事
務
受
託
者
が
収
納
金
を
収
納
し
た
場
合
に
つ
い
て
準

用
す
る
。 

３ 

公
金
収
納
事
務
受
託
者
は
、
収
納
し
た
金
銭
を
、
即
日
又
は
翌
日
に
収
入
計
算
書
を
添
え
て

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
に
引
き
渡
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
が
あ
ら
か
じ
め
必
要

と
認
め
た
と
き
は
、
公
金
収
納
事
務
受
託
者
は
、
収
納
し
た
金
銭
を
払
込
書
に
よ
っ
て
即
日
又



は
翌
日
出
納
取
扱
金
融
機
関
に
受
託
収
入
計
算
書
を
添
え
て
払
い
込
む
こ
と
に
よ
っ
て
、
管
理
・

業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
へ
の
引
渡
し
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。 

５ 
前
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
知
事
の
指
定
し
た
契
約
に
つ
い
て
は
、
公
金
収
納
事
務
受

託
者
は
、
収
納
し
た
金
銭
を
契
約
に
定
め
る
期
限
ま
で
に
出
納
取
扱
金
融
機
関
に
払
い
込
ま
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
小
切
手
の
支
払
地
の
区
域
） 

第
二
十
五
条 

令
第
二
十
一
条
の
三
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
知
事
の
定
め
る
区
域
は
、
出
納

取
扱
金
融
機
関
が
加
入
し
て
い
る
手
形
交
換
所
の
手
形
交
換
取
扱
地
域
と
す
る
。 

（
誤
払
金
等
の
戻
入
） 

第
二
十
六
条 

支
出
の
誤
払
い
又
は
過
渡
し
と
な
っ
た
金
額
及
び
資
金
前
渡
又
は
概
算
払
を
し
た

場
合
の
精
算
残
高
を
返
納
さ
せ
る
と
き
は
、
収
入
の
手
続
の
例
に
よ
り
、
こ
れ
を
当
該
支
出
を

し
た
科
目
に
戻
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
督
促
） 

第
二
十
七
条 

収
入
徴
収
権
者
は
、
債
権
に
つ
い
て
納
期
限
を
経
過
し
て
も
な
お
履
行
さ
れ
な
い

場
合
に
は
、
納
期
限
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
四
十
日
以
内
に
督
促
状
兼
領
収
書
に
よ
り
督
促
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
督
促
状
兼
領
収
書
に
は
、
そ
の
発
行
の
日
か
ら

七
日
以
上
十
五
日
以
内
に
お
い
て
適
宜
の
納
期
限
を
指
定
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
不
納
欠
損
） 

第
二
十
八
条 

収
入
徴
収
権
者
は
、
法
令
、
条
例
若
し
く
は
議
会
の
議
決
に
よ
り
債
権
を
放
棄
し
、

又
は
時
効
等
に
よ
り
債
権
が
消
滅
し
た
場
合
は
、
当
該
債
権
に
係
る
収
入
額
欠
損
調
書
を
作
成

し
、
こ
れ
を
知
事
に
報
告
す
る
と
と
も
に
、
振
替
伝
票
を
発
行
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

第
二
節 

支
出 

（
支
出
命
令
の
権
限
の
委
任
） 

第
二
十
九
条 

次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
に
対
し
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
掲
げ
る
支
出
の
命
令
の

権
限
を
委
任
す
る
。 

 

一 

課
長 

次
号
に
掲
げ
る
も
の
以
外
の
支
出 

 

二 

セ
ン
タ
ー
長 

令
達
さ
れ
た
予
算
に
係
る
経
費
の
支
出 

（
支
出
命
令
） 

第
三
十
条 

支
出
の
命
令
は
、
課
長
又
は
セ
ン
タ
ー
長
（
以
下
「
支
出
命
令
権
者
」
と
い
う
。
）

が
支
出
伝
票
に
決
裁
す
る
こ
と
に
よ
り
行
う
。 

２ 

支
出
命
令
権
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
決
裁
し
た
場
合
は
、
当
該
支
出
伝
票
を
、
管
理
・

業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
そ
の

支
払
方
法
が
隔
地
払
に
よ
る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
支
出
伝
票
に
支
払
内
訳
書
を
添
付
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 



３ 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
支
出
伝
票
の
送
付
を
受
け

た
場
合
は
、
債
権
者
の
名
称
又
は
氏
名
、
勘
定
科
目
、
予
算
科
目
、
支
払
金
額
等
を
添
付
書
類

と
照
合
し
、
誤
り
が
な
い
こ
と
を
確
認
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
直
接
払
） 

第
三
十
一
条 
管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
債
権
者
に
直
接
支
払
を
し
よ
う
と
す

る
と
き
は
、
令
第
二
十
一
条
の
十
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
小
切
手
を
振
り
出
す
と
と
も
に
、

当
該
債
権
者
か
ら
領
収
書
を
徴
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
そ
の
振
り
出
す
小
切
手
に
、
支
払
金
額
、
事
業

年
度
、
番
号
そ
の
他
必
要
な
事
項
を
記
載
す
る
と
と
も
に
、
持
参
人
払
式
の
も
の
で
あ
る
こ
と

を
明
記
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
受
取
人
が
資
金
の
前
渡
を
受
け
る
者
で
あ
る
場
合

又
は
債
権
者
か
ら
申
出
が
あ
っ
た
場
合
は
、
記
名
式
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
令
第
二
十
一
条
の
十
二
第
一
項
た
だ
し
書
の
規

定
に
よ
り
出
納
取
扱
金
融
機
関
の
統
轄
店
を
し
て
現
金
で
支
払
を
さ
せ
よ
う
と
す
る
と
き
は
、

統
轄
店
に
支
払
証
及
び
支
払
依
頼
書
を
送
付
す
る
と
と
も
に
、
債
権
者
に
支
払
証
を
交
付
し
、

領
収
書
を
徴
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
隔
地
払
） 

第
三
十
二
条 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
隔
地
払
の
方
法
に
よ
る
支
払
を
し
よ

う
と
す
る
と
き
は
、
案
内
書
及
び
支
払
依
頼
書
を
統
轄
店
に
送
付
す
る
と
と
も
に
、
通
知
書
を

債
権
者
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
口
座
振
替
払
） 

第
三
十
三
条 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
口
座
振
替
の
方
法
に
よ
る
支
払
を
し

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
案
内
書
（
磁
気
テ
ー
プ
等
に
よ
り
口
座
振
替
の
方
法
に
よ
る
支
払
の
通

知
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
磁
気
テ
ー
プ
等
を
い
う
。
）
及
び
支
払
依
頼
書
を
統
轄
店

に
送
付
す
る
と
と
も
に
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
通
知
書
を
債
権
者
に
送
付
す
る
も

の
と
す
る
。 

（
資
金
前
渡
） 

第
三
十
四
条 

令
第
二
十
一
条
の
五
第
一
項
第
十
五
号
に
規
定
す
る
規
則
で
定
め
る
経
費
は
、
次

の
と
お
り
と
す
る
。 

 

一 

病
院
に
お
い
て
常
時
必
要
と
す
る
経
費 

 

二 

式
典
、
講
演
会
、
委
員
会
そ
の
他
の
会
合
の
場
所
に
お
い
て
支
払
を
必
要
と
す
る
経
費 

 

三 

即
時
支
払
を
し
な
け
れ
ば
購
入
し
、
利
用
し
、
又
は
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
も
の
の

購
入
等
に
要
す
る
経
費 

 

四 

東
京
電
力
パ
ワ
ー
グ
リ
ッ
ド
株
式
会
社
及
び
東
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
に
対
し
て
支
払

う
経
費 



 

五 

供
託
金 

 

六 

保
険
料 

 
七 

賠
償
金 

 

八 
下
水
道
使
用
料
、
日
本
放
送
協
会
に
対
し
支
払
う
受
信
料
及
び
後
納
す
る
郵
便
に
関
す
る 

 

料
金
（
第
三
十
八
条
第
一
項
第
三
号
に
お
い
て
「
下
水
道
使
用
料
等
」
と
い
う
。
） 

 

九 

郵
便
切
手
、
郵
便
葉
書
、
収
入
印
紙
及
び
収
入
証
紙 

（
資
金
前
渡
担
当
者
の
指
定
） 

第
三
十
五
条 

支
出
命
令
権
者
は
、
資
金
の
前
渡
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
資
金
の
前
渡
を
受

け
る
者
（
以
下
「
資
金
前
渡
担
当
者
」
と
い
う
。
）
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
前
渡
す
る
資
金
の
限
度
） 

第
三
十
六
条 

前
渡
す
る
資
金
の
限
度
は
、
次
の
各
号
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

 

一 

常
時
支
払
を
必
要
と
す
る
経
費
に
つ
い
て
は
、
一
箇
月
分
以
内
の
予
定
経
費 

 

二 

随
時
又
は
定
期
に
支
払
を
必
要
と
す
る
経
費
に
つ
い
て
は
、
所
要
の
経
費 

 

三 

外
国
に
お
い
て
支
払
を
す
る
経
費
に
つ
い
て
は
、
事
務
の
必
要
に
よ
っ
て
三
箇
月
分
以
内

の
予
定
経
費 

（
前
渡
資
金
の
取
扱
い
） 

第
三
十
七
条 

資
金
前
渡
担
当
者
は
、
前
渡
を
受
け
た
資
金
を
、
直
ち
に
支
払
う
場
合
そ
の
他
預

金
し
て
保
管
す
る
こ
と
が
適
当
で
な
い
場
合
を
除
い
て
は
、
出
納
取
扱
金
融
機
関
又
は
確
実
な

金
融
機
関
に
預
金
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

資
金
前
渡
担
当
者
は
、
現
金
出
納
簿
を
備
え
、
出
納
の
都
度
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

た
だ
し
、
直
ち
に
支
払
を
完
了
し
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

３ 

資
金
前
渡
担
当
者
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
預
金
か
ら
生
じ
た
利
子
は
、
速
や
か
に
払
込

書
に
よ
っ
て
、
出
納
取
扱
金
融
機
関
に
払
込
み
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
前
渡
資
金
の
精
算
） 

第
三
十
八
条 

資
金
前
渡
担
当
者
は
、
前
渡
を
受
け
た
資
金
に
つ
い
て
、
精
算
調
書
を
作
成
し
、

債
権
者
の
領
収
書
（
レ
シ
ー
ト
そ
の
他
支
払
を
証
明
す
る
書
類
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い

て
同
じ
。
）
を
添
付
し
て
、
支
出
命
令
権
者
の
確
認
を
受
け
、
次
に
掲
げ
る
日
ま
で
に
管
理
・

業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
給
与
に
つ
い
て
は
、

債
権
者
の
領
収
書
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

一 

第
三
十
六
条
第
一
号
の
経
費
に
つ
い
て
は
、
翌
月
五
日
ま
で 

 

二 

第
三
十
六
条
第
二
号
の
経
費
に
つ
い
て
は
、
支
払
の
完
了
後
（
出
張
に
よ
り
支
払
を
す
る

経
費
に
つ
い
て
は
、
帰
庁
後
）
五
日
ま
で 

 

三 

前
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
社
会
保
険
料
、
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律

（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
百
三
十
七
号
）
第
六
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
市
町
村
が
行



う
一
般
廃
棄
物
の
収
集
、
運
搬
及
び
処
分
に
関
す
る
手
数
料
、
下
水
道
使
用
料
等
並
び
に
令

第
二
十
一
条
の
五
第
一
項
第
十
二
号
及
び
第
十
三
号
に
規
定
す
る
経
費
に
つ
い
て
は
、
領
収

書
の
受
領
後
五
日
ま
で 

 

四 
第
一
号
及
び
第
二
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
給
与
に
つ
い
て
は
、
支
払
の
完
了
後
五
日 

 

ま
で 

 

五 

第
三
十
六
条
第
三
号
の
経
費
に
つ
い
て
は
、
帰
庁
後
五
日
ま
で
（
帰
庁
後
五
日
ま
で
に
精

算
が
困
難
な
前
渡
資
金
で
、
支
出
命
令
権
者
が
、
そ
の
精
算
方
法
を
別
に
定
め
る
も
の
を
除

く
。
） 

２ 

前
渡
を
受
け
た
資
金
の
精
算
で
残
金
が
な
い
場
合
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
精
算

調
書
の
作
成
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
資
金
前
渡
担
当
者
は
、
支

払
を
証
明
す
る
書
類
に
支
出
命
令
権
者
の
確
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

資
金
前
渡
担
当
者
は
、
精
算
に
よ
る
残
金
を
、
直
ち
に
払
込
書
に
よ
っ
て
支
出
し
た
科
目
に

戻
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
第
三
十
六
条
第
一
号
の
経
費
に
係
る
精
算
に
よ
る
残
金
は
、

翌
月
に
繰
越
し
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
年
度
終
了
の
月
に
あ
っ
て
は
、
こ
の
限
り
で

な
い
。 

５ 

資
金
前
渡
担
当
者
は
、
前
渡
を
受
け
た
資
金
の
精
算
を
し
た
後
で
な
け
れ
ば
、
次
の
資
金
の

前
渡
を
受
け
て
は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
第
三
十
六
条
第
一
号
の
経
費
に
係
る
場
合
そ
の
他
特

別
の
理
由
が
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

（
前
渡
資
金
精
算
の
更
正
等
） 

第
三
十
九
条 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
前
条
第
一
項
の
精
算
調
書
の
送
付
を

受
け
た
と
き
は
、
こ
れ
を
調
査
し
、
そ
の
結
果
前
渡
し
た
資
金
の
使
途
が
そ
の
交
付
の
目
的
に

相
違
す
る
と
認
め
る
と
き
は
、
精
算
の
更
正
又
は
戻
入
そ
の
他
必
要
な
措
置
を
支
出
命
令
権
者

に
要
求
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
概
算
払
） 

第
四
十
条 

令
第
二
十
一
条
の
六
第
五
号
に
規
定
す
る
規
則
で
定
め
る
経
費
は
、
保
険
料
、
委
託

費
及
び
賠
償
金
と
す
る
。 

２ 

旅
費
の
概
算
払
は
、
宿
泊
を
要
す
る
旅
行
、
県
内
旅
行
以
外
の
旅
行
で
行
程
二
百
キ
ロ
メ
ー

ト
ル
以
上
の
旅
行
又
は
十
日
以
上
継
続
す
る
旅
行
以
外
の
旅
行
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
を
す
る
こ

と
が
で
き
な
い
。 

（
概
算
払
の
精
算
） 

第
四
十
一
条 

支
出
命
令
権
者
は
、
概
算
払
を
し
た
経
費
に
つ
い
て
、
当
該
経
費
に
係
る
事
務
の

終
了
後
五
日
以
内
に
、
精
算
調
書
を
作
成
し
、
管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
に
送
付

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
追
給
又
は
返
納
を
要
し
な
い
場
合
は
、
精
算
調
書
の
送
付



を
要
し
な
い
。 

２ 

旅
費
の
概
算
払
に
係
る
精
算
で
あ
っ
て
、
追
給
又
は
返
納
を
要
し
な
い
も
の
は
、
前
項
の
規

定
に
か
か
わ
ら
ず
、
精
算
調
書
の
作
成
を
要
し
な
い
。 

３ 

旅
費
の
概
算
払
を
受
け
た
者
は
、
そ
の
精
算
を
し
た
後
で
な
け
れ
ば
、
次
の
概
算
払
を
請
求

し
て
は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
特
別
の
理
由
が
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

（
前
金
払
） 

第
四
十
二
条 

令
第
二
十
一
条
の
七
第
八
号
に
規
定
す
る
規
則
で
定
め
る
経
費
は
、
保
険
料
と
す

る
。 

２ 

公
共
工
事
の
前
払
金
保
証
事
業
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
四
号
）
第

五
条
の
規
定
に
基
づ
き
登
録
を
受
け
た
保
証
事
業
会
社
の
保
証
に
係
る
公
共
工
事
に
要
す
る
経

費
に
つ
い
て
は
、
当
該
経
費
の
三
割
（
当
該
経
費
の
う
ち
工
事
一
件
の
請
負
代
金
の
額
が
五
十

万
円
以
上
の
土
木
建
築
に
関
す
る
工
事
（
土
木
建
築
に
関
す
る
工
事
の
設
計
及
び
調
査
並
び
に

土
木
建
築
に
関
す
る
工
事
の
用
に
供
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
機
械
類
の
製
造
を
除
く
。
次
項

に
お
い
て
同
じ
。
）
に
お
い
て
、
当
該
工
事
の
材
料
費
、
労
務
費
、
機
械
器
具
の
賃
借
料
、
機

械
購
入
費
（
当
該
工
事
に
お
い
て
償
却
さ
れ
る
割
合
に
相
当
す
る
額
に
限
る
。
）
、
動
力
費
、

支
払
運
賃
、
修
繕
費
、
仮
設
費
及
び
現
場
管
理
費
並
び
に
一
般
管
理
費
等
の
う
ち
当
該
工
事
の

施
工
に
要
す
る
費
用
（
次
項
に
お
い
て
「
材
料
費
等
」
と
い
う
。
）
に
相
当
す
る
額
と
し
て
必

要
な
経
費
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
経
費
の
四
割
）
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
前
金
払
を

す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

３ 

公
共
工
事
に
要
す
る
経
費
の
う
ち
工
事
一
件
の
請
負
代
金
の
額
が
五
十
万
円
以
上
の
土
木
建

築
に
関
す
る
工
事
で
あ
っ
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
も
の
に
お

い
て
、
当
該
工
事
の
材
料
費
等
に
相
当
す
る
額
と
し
て
必
要
な
経
費
に
つ
い
て
は
、
前
項
の
範

囲
内
で
既
に
し
た
前
金
払
に
追
加
し
て
、
当
該
経
費
の
二
割
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
前

金
払
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

一 

工
期
の
二
分
の
一
を
経
過
し
て
い
る
こ
と
。 

 

二 

工
程
表
に
よ
り
工
期
の
二
分
の
一
を
経
過
す
る
ま
で
に
実
施
す
べ
き
も
の
と
さ
れ
て
い
る

当
該
工
事
に
係
る
作
業
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
。 

 

三 

既
に
行
わ
れ
た
当
該
工
事
に
係
る
作
業
に
要
す
る
経
費
が
請
負
代
金
の
額
の
二
分
の
一
以

上
の
額
に
相
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。 

４ 

支
出
命
令
権
者
は
、
前
二
項
の
前
金
払
を
受
け
よ
う
と
す
る
請
負
者
が
あ
る
と
き
は
、
請
求

書
に
第
二
項
の
保
証
事
業
会
社
の
保
証
証
書
を
添
え
て
提
出
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

５ 

土
地
又
は
家
屋
の
買
収
に
よ
り
そ
の
移
転
を
必
要
と
す
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
お
け
る
営

業
補
償
費
そ
の
他
の
補
償
費
（
当
該
家
屋
又
は
物
件
の
移
転
料
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
は
、
当

該
経
費
の
七
割
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
前
金
払
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 



（
部
分
払
） 

第
四
十
三
条 

支
出
命
令
権
者
は
、
物
件
の
購
入
契
約
に
係
る
既
納
部
分
又
は
工
事
若
し
く
は
製

造
そ
の
他
に
つ
い
て
の
請
負
契
約
に
係
る
既
済
部
分
に
つ
き
、
完
納
又
は
完
成
の
前
に
契
約
金

額
の
一
部
分
を
支
払
う
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
物
件
の
購
入
契
約
に
つ
い
て
は
既
納
部
分
に
相

当
す
る
代
価
の
全
額
、
工
事
又
は
製
造
そ
の
他
に
つ
い
て
の
請
負
契
約
に
つ
い
て
は
既
済
部
分

に
相
当
す
る
代
価
の
十
分
の
九
以
内
の
額
を
、
そ
れ
ぞ
れ
支
払
う
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、

性
質
に
よ
り
可
分
の
工
事
又
は
製
造
そ
の
他
に
つ
い
て
の
請
負
契
約
に
係
る
完
成
部
分
に
つ
い

て
は
、
こ
れ
に
相
当
す
る
代
価
の
全
額
ま
で
を
支
払
う
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

前
金
払
を
し
て
い
る
場
合
に
お
け
る
部
分
払
の
額
は
、
前
払
金
に
既
納
部
分
又
は
既
済
部
分

に
相
当
す
る
代
価
の
契
約
金
額
に
対
す
る
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
を
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
部

分
払
の
額
か
ら
差
し
引
い
た
額
と
す
る
。 

３ 

部
分
払
の
支
払
回
数
は
、
次
の
各
号
の
定
め
る
回
数
の
範
囲
内
に
お
い
て
行
う
も
の
と
す
る
。

た
だ
し
、
特
別
の
理
由
が
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

 

一 

契
約
金
額
が
五
百
万
円
未
満
の
場
合 

一
回 

 

二 

契
約
金
額
が
五
百
万
円
以
上
一
千
万
円
以
下
の
場
合 
二
回 

 

三 

契
約
金
額
が
一
千
万
円
を
超
え
る
場
合 

一
千
万
円
を
超
え
る
金
額
に
つ
き
一
千
万
円
ま

で
の
金
額
を
増
す
ご
と
に
前
号
の
回
数
に
一
を
加
え
た
回
数 

（
支
出
事
務
の
委
託
） 

第
四
十
四
条 

令
第
二
十
一
条
の
十
一
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
支
出
の
事
務
を
委
託
し
よ
う
と
す

る
と
き
は
、
委
託
契
約
を
締
結
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

支
出
事
務
の
受
託
者
は
、
委
託
に
係
る
支
出
事
務
の
完
了
後
五
日
（
常
時
支
払
を
必
要
と
す

る
経
費
に
つ
い
て
の
委
託
の
と
き
は
、
前
月
分
に
つ
い
て
翌
月
五
日
）
ま
で
に
、
精
算
調
書
を

作
成
し
、
交
付
資
金
の
出
納
を
明
ら
か
に
し
た
報
告
書
、
債
権
者
の
領
収
書
そ
の
他
支
払
を
証

明
す
る
書
類
を
添
付
し
て
、
支
出
命
令
権
者
の
確
認
を
受
け
、
管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業

出
納
員
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

第
三
十
八
条
第
三
項
及
び
第
三
十
九
条
の
規
定
は
、
前
項
の
精
算
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

（
支
払
済
通
知
） 

第
四
十
五
条 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
支
払
を
終
了
し
た
場
合
は
、
支
出
伝

票
を
日
ご
と
に
取
り
ま
と
め
、
出
納
取
扱
金
融
機
関
か
ら
送
付
さ
れ
た
病
院
事
業
支
払
金
日
計

表
と
支
払
金
額
を
照
合
し
、
病
院
事
業
支
払
済
通
知
書
（
日
計
表
）
に
添
付
し
て
、
速
や
か
に

支
出
命
令
権
者
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
誤
納
金
等
の
戻
出
） 

第
四
十
六
条 

収
入
の
誤
納
又
は
過
納
と
な
っ
た
金
額
を
払
い
戻
す
と
き
は
、
支
出
の
手
続
の
例

に
よ
り
こ
れ
を
当
該
収
入
か
ら
戻
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
納
入
者
の
未
納
に
係



る
収
入
金
が
あ
る
場
合
は
、
こ
れ
に
充
当
す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
収
入
金
を
還
付
し
、
又
は
充
当
す
る
場
合
は
、
当
該
納
入
者
に
対
し
、

過
誤
納
金
還
付
通
知
書
又
は
過
誤
納
金
充
当
通
知
書
を
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、

誤
納
又
は
過
納
の
収
入
金
を
充
当
し
た
旨
を
記
載
し
た
領
収
書
を
交
付
す
る
場
合
は
、
こ
の
限

り
で
な
い
。 

（
案
内
書
等
の
訂
正
） 

第
四
十
七
条 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
案
内
書
の
金
額
以
外
の
記
載
事
項
に

誤
り
が
あ
っ
た
と
き
は
統
轄
店
に
、
通
知
書
の
金
額
以
外
の
記
載
事
項
に
誤
り
を
発
見
し
た
と

き
は
債
権
者
に
、
そ
れ
ぞ
れ
直
ち
に
そ
の
旨
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
知
事

が
別
に
定
め
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

２ 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
案
内
書
又
は
通
知
書
の
金
額
に
誤
り
が
あ
っ
た

と
き
は
、
債
権
者
が
現
金
受
領
前
に
あ
っ
て
は
第
四
十
九
条
の
規
定
に
準
じ
た
手
続
を
行
う
も

の
と
し
、
現
金
受
領
後
に
あ
っ
て
は
そ
の
金
額
と
正
当
な
金
額
と
の
差
額
に
つ
い
て
支
払
又
は

返
納
の
措
置
を
支
出
命
令
権
者
に
要
求
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
小
切
手
の
金
額
以
外
の
記
載
事
項
に
誤
り
を
発

見
し
た
と
き
は
小
切
手
訂
正
通
知
書
を
統
轄
店
に
送
付
し
、
小
切
手
の
金
額
に
誤
り
が
あ
っ
た

と
き
は
そ
の
金
額
と
正
当
な
金
額
と
の
差
額
に
つ
い
て
支
払
又
は
返
納
の
手
続
を
と
ら
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

（
小
切
手
等
の
再
発
行
） 

第
四
十
八
条 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
小
切
手
又
は
通
知
書
を
亡
失
し
、
又

は
毀
損
し
た
者
か
ら
そ
の
再
発
行
の
申
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
再
発
行
請
求
書
に
出
納
取
扱
金

融
機
関
の
未
払
で
あ
る
旨
の
証
明
を
受
け
、
こ
れ
を
提
出
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
小
切
手

の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
あ
わ
せ
て
除
権
決
定
の
謄
本
を
提
出
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
前
項
の
請
求
書
を
受
け
た
と
き
は
、
事
実
を
調

査
し
た
上
、
再
発
行
の
手
続
を
と
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
小
切
手
に

あ
っ
て
は
小
切
手
及
び
小
切
手
振
出
済
通
知
書
の
余
白
に
「
年
月
日
小
切
手
記
号
第 

 

号
分

再
発
行
」
と
、
通
知
書
に
あ
っ
て
は
そ
の
余
白
に
「
年
月
日
再
発
行
」
と
記
載
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

（
送
金
等
取
消
し
の
手
続
） 

第
四
十
九
条 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
支
払
資
金
を
交
付
し
た
後
に
お
い
て
、

支
出
の
誤
払
い
と
な
る
こ
と
が
発
見
さ
れ
た
こ
と
等
の
理
由
に
よ
り
、
債
権
者
の
現
金
受
領
前

に
お
い
て
支
出
命
令
権
者
か
ら
送
金
取
消
依
頼
書
の
送
付
を
受
け
た
と
き
は
、
債
権
者
か
ら
通

知
書
を
回
収
す
る
等
の
措
置
を
と
る
と
と
も
に
、
統
轄
店
に
送
金
取
消
請
求
書
を
送
付
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 



第
三
節 

出
納
取
扱
金
融
機
関 

（
統
轄
店
の
設
置
） 

第
五
十
条 

出
納
取
扱
金
融
機
関
は
、
統
轄
店
を
設
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
収
納
金
の
受
入
れ
等
） 

第
五
十
一
条 
出
納
取
扱
金
融
機
関
は
、
公
金
を
収
納
し
た
と
き
は
、
統
轄
店
の
預
金
口
座
に
直

ち
に
受
け
入
れ
、
又
は
振
り
込
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
収
納
金
日
計
表
等
の
提
出
） 

第
五
十
二
条 

統
轄
店
は
、
公
金
の
収
納
及
び
支
払
に
つ
い
て
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
作
成

し
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
に
送
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

一 

病
院
事
業
収
納
金
日
計
表 

当
日 

 

二 

病
院
事
業
支
払
金
日
計
表 

当
日 

 

三 

病
院
事
業
支
払
金
月
計
表 

翌
月
一
日 

 

四 

病
院
事
業
月
末
預
金
現
在
高
表 

翌
月
一
日 

（
収
納
の
通
知
） 

第
五
十
三
条 

出
納
取
扱
金
融
機
関
は
、
現
金
を
収
納
し
た
と
き
は
、
納
入
者
に
領
収
書
を
交
付

す
る
と
と
も
に
、
収
納
済
通
知
書
を
統
轄
店
を
経
由
し
て
セ
ン
タ
ー
長
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
た
だ
し
、
公
舎
使
用
料
及
び
入
居
者
負
担
費
用
を
口
座
振
替
の
方
法
に
よ
り
収
納
し

た
場
合
に
つ
い
て
は
、
知
事
が
別
に
定
め
る
。 

（
証
券
に
よ
る
収
納
等
） 

第
五
十
四
条 

出
納
取
扱
金
融
機
関
は
、
証
券
に
よ
る
収
入
の
払
込
み
を
受
け
た
と
き
は
、
令
第

二
十
一
条
の
三
第
二
項
に
該
当
す
る
場
合
を
除
き
、
直
ち
に
こ
れ
を
収
納
し
、
納
入
通
知
書
そ

の
他
の
納
入
に
関
す
る
書
類
に
「
証
券
受
領
」
の
印
を
押
す
と
と
も
に
、
納
入
者
に
領
収
書
を

交
付
し
、
収
納
済
通
知
書
を
統
轄
店
を
経
由
し
て
セ
ン
タ
ー
長
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

出
納
取
扱
金
融
機
関
は
、
小
切
手
に
不
渡
り
の
も
の
が
あ
る
と
き
は
、
小
切
手
法
（
昭
和
八

年
法
律
第
五
十
七
号
）
第
三
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
証
明
を
受
け
、
令
第
二
十
一
条
の
三
第
三

項
後
段
に
規
定
す
る
手
続
を
し
た
上
、
そ
の
旨
を
統
轄
店
を
経
由
し
て
セ
ン
タ
ー
長
に
報
告
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
未
払
通
知
書
の
送
付
等
） 

第
五
十
五
条 

統
轄
店
は
、
毎
月
末
に
お
い
て
、
隔
地
払
に
係
る
資
金
で
そ
の
交
付
の
日
か
ら
一

年
を
経
過
し
た
も
の
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
資
金
の
当
該
月
分
に
係
る
隔
地
払
未
払
通
知
書
を

作
成
し
、
翌
月
五
日
ま
で
に
管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

２ 

統
轄
店
は
、
地
方
自
治
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
二
年
政
令
第
十
六
号
。
次
項
に
お
い
て
「
自



治
令
」
と
い
う
。
）
第
百
六
十
五
条
の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
資
金
が
あ
る
と
き
は
、
小
切
手

年
度
経
過
通
知
書
を
作
成
し
、
直
ち
に
管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
に
送
付
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

統
轄
店
は
、
自
治
令
第
百
六
十
五
条
の
六
第
二
項
に
規
定
す
る
資
金
が
あ
る
と
き
は
、
小
切

手
未
払
通
知
書
を
作
成
し
、
直
ち
に
管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
に
送
付
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

４ 

第
一
項
及
び
前
項
の
資
金
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
通
知
書
を
送
付
し
た
日
に
払
込
書
に
よ
り
払

込
み
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
支
払
依
頼
書
等
を
受
け
た
場
合
の
手
続
） 

第
五
十
六
条 

統
轄
店
は
、
第
三
十
一
条
第
三
項
の
支
払
証
及
び
支
払
依
頼
書
の
送
付
を
受
け
た

と
き
は
、
支
払
依
頼
書
に
記
載
さ
れ
た
金
額
を
支
払
資
金
と
し
て
引
き
出
し
、
債
権
者
に
交
付

さ
れ
た
支
払
証
と
引
換
え
に
現
金
を
当
該
債
権
者
に
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

統
轄
店
は
、
第
三
十
二
条
の
案
内
書
及
び
支
払
依
頼
書
の
送
付
を
受
け
た
と
き
は
、
支
払
依

頼
書
に
記
載
さ
れ
た
金
額
を
支
払
資
金
と
し
て
引
き
出
し
、
速
や
か
に
管
理
・
業
務
部
長
で
あ

る
企
業
出
納
員
の
指
示
し
た
支
払
場
所
で
支
払
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

３ 

統
轄
店
は
、
第
三
十
三
条
の
案
内
書
及
び
支
払
依
頼
書
の
送
付
を
受
け
た
と
き
は
、
支
払
依

頼
書
に
記
載
さ
れ
た
金
額
を
支
払
資
金
と
し
て
引
き
出
し
、
速
や
か
に
口
座
振
替
の
手
続
を
と

ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

統
轄
店
は
、
第
三
十
一
条
第
三
項
、
第
三
十
二
条
及
び
第
三
十
三
条
に
規
定
す
る
方
法
に
よ

り
支
払
を
し
た
と
き
は
、
支
払
済
通
知
書
を
管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
に
送
付
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
小
切
手
に
よ
る
支
払
） 

第
五
十
七
条 

統
轄
店
は
、
管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
の
振
り
出
し
た
小
切
手
の
提

示
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
は
、
次
の
各
号
に
定
め
る
事
由
に
該
当
す
る
と
き
を
除
き
、
直
ち

に
支
払
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

一 

小
切
手
が
合
式
で
な
い
と
き
。 

 

二 

小
切
手
に
改
ざ
ん
、
塗
抹
、
そ
の
他
変
更
の
跡
が
あ
る
と
き
。 

 

三 

小
切
手
の
記
載
事
項
が
明
ら
か
で
な
い
と
き
。 

 

四 

小
切
手
に
押
さ
れ
て
い
る
管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
の
公
印
の
印
影
が
第
百

二
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
届
出
を
受
け
た
公
印
の
印
影
と
符
合
し
な
い
と
き
。 

 

五 

小
切
手
が
発
行
の
日
か
ら
一
年
を
経
過
し
て
い
る
と
き
。 

（
送
金
取
消
し
の
処
理
） 

第
五
十
八
条 

統
轄
店
は
、
第
四
十
九
条
の
送
金
取
消
請
求
書
の
送
付
を
受
け
た
と
き
は
、
送
金



を
取
り
消
し
、
送
金
取
消
済
通
知
書
を
管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
に
送
付
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
証
拠
書
類
の
保
存
） 

第
五
十
九
条 

出
納
取
扱
金
融
機
関
は
、
そ
の
取
扱
い
に
係
る
納
入
通
知
書
そ
の
他
の
証
拠
書
類

を
、
年
度
別
及
び
収
支
別
に
区
分
し
て
、
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
電
磁
的
記
録
に
よ
る
保
存
） 

第
六
十
条 

出
納
取
扱
金
融
機
関
は
、
埼
玉
県
民
間
事
業
者
等
が
行
う
書
面
の
保
存
等
に
お
け
る

情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
八
年
埼
玉
県
条
例
第
九
号
）
第
三
条
第
一

項
の
規
定
に
よ
り
書
面
の
保
存
に
代
え
て
当
該
書
面
に
係
る
電
磁
的
記
録
の
保
存
を
行
う
場
合

は
、
次
に
掲
げ
る
方
法
の
い
ず
れ
か
に
よ
り
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

一 

作
成
さ
れ
た
電
磁
的
記
録
を
出
納
取
扱
金
融
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら

れ
た
フ
ァ
イ
ル
又
は
磁
気
デ
ィ
ス
ク
、
シ
ー
・
デ
ィ
ー
・
ロ
ム
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
方

法
に
よ
り
一
定
の
事
項
を
確
実
に
記
録
し
て
お
く
こ
と
が
で
き
る
物
（
次
号
に
お
い
て
「
磁

気
デ
ィ
ス
ク
等
」
と
い
う
。
）
を
も
っ
て
調
製
す
る
フ
ァ
イ
ル
に
よ
り
保
存
す
る
方
法 

 

二 

書
面
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
項
を
ス
キ
ャ
ナ
（
こ
れ
に
準
ず
る
画
像
読
取
装
置
を
含
む
。
）

に
よ
り
読
み
取
っ
て
で
き
た
電
磁
的
記
録
を
出
納
取
扱
金
融
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算

機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
又
は
磁
気
デ
ィ
ス
ク
等
を
も
っ
て
調
製
す
る
フ
ァ
イ
ル
に
よ
り

保
存
す
る
方
法 

２ 

出
納
取
扱
金
融
機
関
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
電
磁
的
記
録
の
保
存
を
行
う
場
合
は
、
必
要

に
応
じ
電
磁
的
記
録
に
記
録
さ
れ
た
事
項
を
出
力
す
る
こ
と
に
よ
り
、
直
ち
に
明
瞭
か
つ
整
然

と
し
た
形
式
で
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
そ
の
他
の
機
器
に
表
示
し
、
及
び
書
面
を
作
成
す
る

こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
検
査
） 

第
六
十
一
条 

知
事
は
、
出
納
取
扱
金
融
機
関
に
つ
い
て
、
毎
年
一
回
以
上
そ
の
業
務
に
つ
い
て

検
査
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

第
四
節 

預
り
金
及
び
預
り
有
価
証
券 

（
預
り
金
） 

第
六
十
二
条 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
保
証
金
そ
の
他
病
院
事
業
の
収
入
に

属
さ
な
い
現
金
を
受
け
入
れ
た
場
合
は
、
こ
れ
を
預
り
金
と
し
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分

に
よ
り
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

一 

預
り
保
証
金 

 

二 

預
り
諸
税 

 

三 

そ
の
他
預
り
金 

（
預
り
金
の
受
入
れ
及
び
払
出
し
） 



第
六
十
三
条 

預
り
金
の
受
入
れ
及
び
払
出
し
の
手
続
は
、
病
院
事
業
の
収
入
及
び
支
出
の
手
続

の
例
に
よ
り
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
預
り
有
価
証
券
） 

第
六
十
四
条 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
病
院
事
業
の
所
有
に
属
さ
な
い
有
価

証
券
を
受
け
入
れ
た
場
合
は
、
預
り
有
価
証
券
と
し
て
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

預
り
有
価
証
券
は
、
安
全
か
つ
確
実
な
方
法
に
よ
っ
て
保
管
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
預
り
有
価
証
券
の
受
入
れ
及
び
還
付
） 

第
六
十
五
条 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
有
価
証

券
を
受
け
入
れ
る
と
き
は
、
当
該
有
価
証
券
と
引
換
え
に
納
入
者
に
対
し
、
預
り
証
を
交
付
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

預
り
有
価
証
券
を
還
付
す
る
と
き
は
、
前
項
の
預
り
証
に
領
収
の
旨
を
付
記
さ
せ
る
と
と
も

に
押
印
さ
せ
、
こ
れ
と
引
換
え
に
還
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
即
日
還
付
す
る
預
り
金
等
） 

第
六
十
六
条 

前
四
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
預
り
金
及
び
預
り
有
価
証
券
（
次
項
に
お
い
て

「
預
り
金
等
」
と
い
う
。
）
で
即
日
還
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、
預
り
証

を
交
付
し
て
収
受
で
き
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

前
条
第
二
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
預
り
金
等
を
還
付
す
る
場
合
に
つ
い
て
準
用

す
る
。 第

五
章 

た
な
卸
資
産 

第
一
節 

通
則 

（
た
な
卸
資
産
の
範
囲
） 

第
六
十
七
条 

た
な
卸
資
産
と
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
物
品
で
あ
っ
て
、
た
な
卸
経
理
を
行
う

も
の
を
い
う
。 

 

一 

診
療
用
の
薬
品 

 

二 

診
療
材
料 

 

三 

給
食
材
料 

 

四 

医
療
消
耗
備
品 

 

五 

消
耗
備
品 

 

六 

燃
料 

 

七 

そ
の
他
貯
蔵
品 

２ 

前
項
の
た
な
卸
資
産
の
区
分
の
細
目
は
、
セ
ン
タ
ー
長
が
定
め
る
。 

（
た
な
卸
資
産
の
貯
蔵
） 

第
六
十
八
条 

企
業
出
納
員
は
、
要
求
に
応
じ
、
直
ち
に
引
渡
し
を
で
き
る
よ
う
に
た
な
卸
資
産

を
貯
蔵
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 



第
二
節 

調
達 

（
調
達
） 

第
六
十
九
条 

た
な
卸
資
産
の
調
達
は
、
セ
ン
タ
ー
長
が
行
う
も
の
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
診
療
用
の
薬
品
の
う
ち
知
事
が
指
定
し
た
も
の
そ
の
他
知
事

が
定
め
る
も
の
の
調
達
に
係
る
単
価
契
約
の
締
結
の
手
続
に
つ
い
て
は
、
福
祉
部
長
の
決
裁
を

受
け
て
行
う
も
の
と
す
る
。 

（
検
収
） 

第
七
十
条 

セ
ン
タ
ー
長
は
、
調
達
に
係
る
た
な
卸
資
産
の
品
質
、
数
量
等
を
検
査
の
上
、
こ
れ

を
引
き
取
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

第
三
節 

出
納 

（
受
入
価
額
） 

第
七
十
一
条 

た
な
卸
資
産
の
受
入
価
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

 

一 

購
入
又
は
製
作
に
よ
っ
て
取
得
し
た
た
な
卸
資
産
に
つ
い
て
は
、
当
該
購
入
又
は
製
作
に

要
し
た
価
額 

 

二 

前
号
に
掲
げ
る
た
な
卸
資
産
以
外
の
た
な
卸
資
産
に
つ
い
て
は
、
適
正
な
見
積
価
額 

（
受
入
れ
） 

第
七
十
二
条 

企
業
出
納
員
は
、
た
な
卸
資
産
を
受
け
入
れ
た
場
合
は
、
入
庫
伝
票
を
発
行
し
て

セ
ン
タ
ー
長
に
送
付
し
、
セ
ン
タ
ー
長
は
、
こ
れ
に
よ
り
振
替
伝
票
を
発
行
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

（
払
出
価
額
） 

第
七
十
三
条 

た
な
卸
資
産
の
払
出
価
額
は
、
個
別
法
に
よ
る
も
の
を
除
き
、
先
入
先
出
法
に
よ

る
も
の
と
す
る
。 

（
払
出
し
） 

第
七
十
四
条 

企
業
出
納
員
は
、
た
な
卸
資
産
を
使
用
し
よ
う
と
す
る
場
合
は
、
出
庫
伝
票
を
発

行
し
て
セ
ン
タ
ー
長
に
送
付
し
、
セ
ン
タ
ー
長
は
、
こ
れ
に
よ
り
振
替
伝
票
を
発
行
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

（
払
出
品
の
戻
入
れ
） 

第
七
十
五
条 

払
い
出
し
た
た
な
卸
資
産
に
残
品
が
生
じ
た
場
合
は
、
こ
れ
を
戻
し
入
れ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

２ 

第
七
十
二
条
の
規
定
は
、
前
項
の
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

（
不
用
品
の
処
分
） 

第
七
十
六
条 

企
業
出
納
員
は
、
た
な
卸
資
産
の
う
ち
不
用
と
な
り
、
又
は
使
用
に
耐
え
な
く
な

っ
た
も
の
は
、
不
用
品
と
し
て
整
理
し
、
セ
ン
タ
ー
長
の
決
裁
を
経
て
、
こ
れ
を
売
却
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
買
受
人
が
な
い
も
の
又
は
売
却
価
額
が
売
却
に
要
す
る
費
用
の
額



に
達
し
な
い
も
の
そ
の
他
売
却
す
る
こ
と
が
不
適
当
と
認
め
ら
れ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
セ
ン

タ
ー
長
の
決
裁
を
経
て
、
こ
れ
を
廃
棄
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 
第
七
十
四
条
の
規
定
は
、
前
項
の
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

第
四
節 

た
な
卸
し 

（
帳
簿
残
高
の
確
認
） 

第
七
十
七
条 

企
業
出
納
員
は
、
常
に
貯
蔵
品
出
納
簿
の
残
高
に
つ
い
て
他
の
帳
簿
と
照
合
し
、

そ
の
正
確
な
額
の
確
認
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
実
地
た
な
卸
し
） 

第
七
十
八
条 

企
業
出
納
員
は
、
毎
事
業
年
度
末
に
実
地
た
な
卸
し
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

前
項
に
定
め
る
場
合
の
ほ
か
、
企
業
出
納
員
は
、
た
な
卸
資
産
が
天
災
そ
の
他
や
む
を
得
な

い
事
由
に
よ
り
滅
失
し
た
場
合
そ
の
他
必
要
と
認
め
ら
れ
る
場
合
は
、
随
時
実
地
た
な
卸
し
を

行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

企
業
出
納
員
は
、
前
二
項
の
規
定
に
よ
り
実
地
た
な
卸
し
を
行
っ
た
場
合
は
、
そ
の
結
果
に

基
づ
い
て
、
た
な
卸
表
を
作
成
し
、
セ
ン
タ
ー
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

企
業
出
納
員
は
、
実
地
た
な
卸
し
の
結
果
、
現
品
に
過
不
足
が
あ
る
こ
と
を
発
見
し
た
場
合

は
、
そ
の
原
因
及
び
現
状
を
調
査
し
、
そ
の
結
果
を
セ
ン
タ
ー
長
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

（
実
地
た
な
卸
し
の
立
会
い
） 

第
七
十
九
条 

企
業
出
納
員
は
、
前
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
実
地
た
な
卸
し
を
行

う
場
合
は
、
セ
ン
タ
ー
長
の
指
定
す
る
た
な
卸
資
産
の
受
払
い
に
関
係
の
な
い
職
員
を
立
ち
会

わ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
た
な
卸
し
修
正
） 

第
八
十
条 

企
業
出
納
員
は
、
実
地
た
な
卸
し
の
結
果
、
帳
簿
の
残
高
が
た
な
卸
資
産
の
現
在
高

と
一
致
し
な
い
と
き
は
、
た
な
卸
表
に
基
づ
き
、
入
庫
伝
票
又
は
出
庫
伝
票
を
発
行
し
て
貯
蔵

品
出
納
簿
を
修
正
し
、
当
該
入
庫
伝
票
又
は
出
庫
伝
票
を
セ
ン
タ
ー
長
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

２ 

セ
ン
タ
ー
長
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
入
庫
伝
票
又
は
出
庫
伝
票
の
送
付
を
受
け
た
と
き
は
、

振
替
伝
票
を
発
行
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

第
六
章 

た
な
卸
資
産
以
外
の
物
品 

（
直
購
入
品
） 

第
八
十
一
条 

た
な
卸
資
産
以
外
の
物
品
（
以
下
こ
の
章
に
お
い
て
「
物
品
」
と
い
う
。
）
で
次

の
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
直
接
当
該
科
目
の
支
出
と
し
て
購
入
す
る
こ
と
が
で
き

る
。 

 

一 

第
六
十
七
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
物
品
の
う
ち
、
購
入
後
直
ち
に
使
用
す
る
予
定
の
も



の 

 

二 

第
九
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
建
設
仮
勘
定
を
設
け
て
経
理
す
る
建
設
改
良
工
事

に
使
用
す
る
予
定
の
物
品 

２ 

第
七
十
条
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
購
入
す
る
物
品
の
検
収
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

３ 

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
購
入
し
た
物
品
に
残
品
が
生
じ
た
場
合
は
、
こ
れ
を
た
な
卸
資
産
の

例
に
よ
っ
て
取
り
扱
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
物
品
の
所
管
換
え
） 

第
八
十
二
条 

物
品
は
、
こ
れ
を
所
管
換
え
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

セ
ン
タ
ー
長
は
、
物
品
の
所
管
換
え
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
当
該
所
管
換
え
を
受
け

よ
う
と
す
る
物
品
に
係
る
部
長
に
物
品
所
管
換
え
請
求
書
を
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

セ
ン
タ
ー
長
は
、
所
管
換
え
に
よ
り
物
品
を
受
け
入
れ
た
と
き
は
、
当
該
所
管
換
え
に
よ
り

物
品
の
引
渡
し
を
し
た
部
長
に
物
品
受
領
書
を
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

第
七
章 

固
定
資
産 

第
一
節 

通
則 

（
固
定
資
産
の
範
囲
） 

第
八
十
三
条 

固
定
資
産
と
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
も
の
を
い
う
。 

 

一 

有
形
固
定
資
産 

 
 

イ 

土
地 

 
 

ロ 

建
物
及
び
附
属
設
備 

 
 

ハ 

構
築
物
（
土
地
に
定
着
す
る
土
木
設
備
又
は
工
作
物
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
） 

 
 

ニ 

機
械
及
び
装
置
並
び
に
そ
の
他
の
附
属
設
備 

 
 

ホ 

車
両
運
搬
具 

 
 

ヘ 

器
具
及
び
備
品
（
耐
用
年
数
が
一
年
以
上
か
つ
取
得
価
額
が
十
万
円
以
上
の
も
の
に
限

る
。
） 

 
 

ト 

リ
ー
ス
資
産
（
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
に
お
け
る
リ
ー
ス
物
件
の
借
主
で
あ
る

資
産
で
あ
っ
て
、
当
該
リ
ー
ス
物
件
が
イ
か
ら
ヘ
ま
で
及
び
リ
に
掲
げ
る
も
の
で
あ
る
場

合
に
限
る
。
） 

 
 

チ 

建
設
仮
勘
定
（
ロ
か
ら
ヘ
ま
で
に
掲
げ
る
資
産
で
あ
っ
て
、
事
業
の
用
に
供
す
る
も
の

を
建
設
し
た
場
合
に
お
け
る
支
出
し
た
金
額
及
び
当
該
建
設
の
目
的
の
た
め
に
充
当
し
た

材
料
を
い
う
。
） 

 
 

リ 

そ
の
他
の
有
形
資
産
で
あ
っ
て
、
有
形
固
定
資
産
に
属
す
る
資
産
と
す
べ
き
も
の 

 

二 

無
形
固
定
資
産 

 
 

イ 

借
地
権 

 
 

ロ 

地
上
権 



 
 

ハ 

電
話
加
入
権 

 
 

ニ 

リ
ー
ス
資
産 

 
 

ホ 

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア 

 
 

ヘ 
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
仮
勘
定 

 
 

ト 

そ
の
他
の
無
形
資
産
で
あ
っ
て
、
無
形
固
定
資
産
に
属
す
る
資
産
と
す
べ
き
も
の 

 

三 

投
資
そ
の
他
の
資
産 

 
 

イ 

投
資
有
価
証
券
（
一
年
以
内
（
当
該
事
業
年
度
の
末
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
以

内
の
日
を
い
う
。
）
に
満
期
の
到
来
す
る
有
価
証
券
を
除
く
。
） 

 
 

ロ 

長
期
貸
付
金 

 
 

ハ 

貸
倒
引
当
金 

 
 

ニ 

出
資
金 

 
 

ホ 

長
期
前
払
消
費
税 

 
 

ヘ 

そ
の
他
の
固
定
資
産
で
あ
っ
て
、
投
資
そ
の
他
の
資
産
に
属
す
る
資
産
と
す
べ
き
も
の 

 
 

ト 

有
形
固
定
資
産
若
し
く
は
無
形
固
定
資
産
、
流
動
資
産
又
は
繰
延
資
産
に
属
し
な
い
資

産 

（
固
定
資
産
の
管
理
） 

第
八
十
四
条 

セ
ン
タ
ー
長
は
、
善
良
な
管
理
者
の
注
意
を
も
っ
て
、
固
定
資
産
の
管
理
を
行
わ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

第
二
節 

取
得 

（
取
得
価
額
） 

第
八
十
五
条 

固
定
資
産
の
取
得
価
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

 

一 

購
入
に
よ
っ
て
取
得
し
た
固
定
資
産
に
つ
い
て
は
、
当
該
購
入
に
要
し
た
価
額 

 

二 

建
設
工
事
又
は
製
作
に
よ
っ
て
取
得
し
た
固
定
資
産
に
つ
い
て
は
、
当
該
建
設
工
事
又
は

製
作
に
要
し
た
直
接
及
び
間
接
の
費
用
の
合
計
額 

 

三 

増
設
を
し
た
固
定
資
産
に
つ
い
て
は
増
設
前
の
価
額
に
当
該
増
設
に
要
し
た
経
費
を
加
算

し
た
価
額
、
改
良
を
加
え
た
固
定
資
産
に
つ
い
て
は
改
良
前
の
価
額
か
ら
撤
去
部
分
に
相
当

す
る
価
額
を
控
除
し
た
額
に
当
該
改
良
に
要
し
た
経
費
を
加
算
し
た
価
額 

 

四 

交
換
に
よ
っ
て
取
得
し
た
固
定
資
産
に
つ
い
て
は
、
交
換
の
た
め
提
供
し
た
固
定
資
産
の

帳
簿
価
額
に
交
換
差
額
及
び
附
帯
経
費
を
加
算
し
た
価
額
又
は
当
該
帳
簿
価
額
か
ら
交
換
差

額
を
控
除
し
た
額
に
附
帯
経
費
を
加
算
し
た
価
額 

 

五 

譲
与
、
贈
与
そ
の
他
無
償
で
取
得
し
た
固
定
資
産
又
は
前
各
号
に
掲
げ
る
固
定
資
産
で
あ

っ
て
取
得
価
額
の
不
明
の
も
の
に
つ
い
て
は
、
公
正
な
評
価
額 

（
固
定
資
産
の
取
得
前
の
措
置
） 

第
八
十
六
条 

セ
ン
タ
ー
長
は
、
固
定
資
産
を
取
得
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
当
該
固
定
資
産
に



つ
い
て
、
他
の
権
利
に
よ
る
制
限
又
は
特
殊
の
義
務
の
有
無
そ
の
他
の
事
項
を
調
査
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

２ 
セ
ン
タ
ー
長
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
調
査
の
結
果
、
他
の
権
利
に
よ
る
制
限
又
は
特
殊
の

義
務
が
あ
る
こ
と
が
判
明
し
た
場
合
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
を
排
除
す
る
必
要
が
あ
る
と
き
は
、

当
該
資
産
の
権
利
者
を
し
て
、
こ
れ
ら
を
消
滅
さ
せ
る
等
必
要
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

（
無
償
譲
受
け
） 

第
八
十
七
条 

固
定
資
産
を
無
償
で
譲
り
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
第
一
号
か
ら
第
七
号
ま
で

に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
伺
書
に
、
第
八
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
の
書
類
を
添
え
て
、
土
地
、

建
物
及
び
構
築
物
の
う
ち
、
重
要
又
は
異
例
な
も
の
に
つ
い
て
は
知
事
、
そ
の
他
の
も
の
に
つ

い
て
は
福
祉
部
長
の
決
裁
を
、
土
地
、
建
物
及
び
構
築
物
以
外
の
固
定
資
産
に
つ
い
て
は
セ
ン

タ
ー
長
の
決
裁
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

一 

受
入
れ
後
の
固
定
資
産
の
用
途 

 

二 

土
地
に
つ
い
て
は
地
番
、
地
目
及
び
地
積
、
建
物
に
つ
い
て
は
所
在
地
、
構
造
及
び
床
面

積
、
そ
の
他
の
固
定
資
産
に
つ
い
て
は
種
類
、
数
量
等 

 

三 

固
定
資
産
の
見
積
額 

 

四 

無
償
譲
渡
申
込
者
の
住
所
及
び
氏
名
（
団
体
の
場
合
は
、
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
並
び

に
そ
の
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
） 

 

五 

無
償
譲
渡
に
条
件
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
内
容 

 

六 

受
入
れ
後
の
維
持
に
要
す
る
費
用
の
見
積
額 

 

七 

前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
調
査
結
果 

 

八 

関
係
図
面 

 

九 

登
記
事
項
証
明
書 

 

十 

建
物
等
の
敷
地
が
第
三
者
の
所
有
に
属
す
る
場
合
は
、
そ
の
地
積
、
所
有
者
の
住
所
及
び

氏
名
並
び
に
借
地
権
の
譲
渡
又
は
設
定
に
つ
い
て
の
承
諾
書 

 

十
一 

議
会
の
議
決
を
要
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
そ
の
議
案 

２ 

前
項
の
規
定
は
、
た
な
卸
資
産
及
び
た
な
卸
資
産
以
外
の
物
品
を
無
償
で
譲
り
受
け
よ
う
と

す
る
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

（
た
な
卸
資
産
の
検
収
に
関
す
る
規
定
の
準
用
） 

第
八
十
八
条 

第
七
十
条
の
規
定
は
、
固
定
資
産
を
取
得
す
る
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

（
登
記
又
は
登
録
） 

第
八
十
九
条 

セ
ン
タ
ー
長
は
、
取
得
し
た
固
定
資
産
に
つ
い
て
登
記
又
は
登
録
を
要
す
る
も
の

が
あ
る
と
き
は
、
遅
滞
な
く
そ
の
手
続
を
と
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
建
設
改
良
工
事
の
精
算
） 



第
九
十
条 

建
設
改
良
工
事
で
そ
の
工
期
が
一
事
業
年
度
内
の
も
の
が
完
成
し
た
場
合
は
、
速
や

か
に
工
事
費
の
精
算
を
行
う
も
の
と
す
る
。 

２ 
前
項
の
場
合
に
お
い
て
は
、
あ
ら
か
じ
め
定
め
た
基
準
に
従
っ
て
間
接
費
を
配
賦
し
、
工
事

費
に
合
わ
せ
て
固
定
資
産
に
振
り
替
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
建
設
仮
勘
定
） 

第
九
十
一
条 

建
設
改
良
工
事
で
そ
の
工
期
が
一
事
業
年
度
を
超
え
る
も
の
は
、
建
設
仮
勘
定
を

設
け
て
経
理
す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

セ
ン
タ
ー
長
は
、
前
項
の
建
設
改
良
工
事
が
完
成
し
た
場
合
は
、
速
や
か
に
建
設
仮
勘
定
の

精
算
を
行
い
、
振
替
伝
票
を
発
行
し
て
固
定
資
産
の
当
該
科
目
に
振
り
替
え
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

３ 

前
条
第
二
項
の
規
定
は
、
前
項
の
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

第
三
節 

管
理
及
び
処
分 

（
事
故
の
報
告
） 

第
九
十
二
条 

セ
ン
タ
ー
長
は
、
天
災
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
事
由
に
よ
り
固
定
資
産
が
滅
失
し
、

亡
失
し
、
又
は
損
傷
を
受
け
た
場
合
は
、
固
定
資
産
事
故
報
告
書
に
よ
り
、
直
ち
に
福
祉
部
長

を
経
て
知
事
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
固
定
資
産
の
所
管
換
え
） 

第
九
十
三
条 

固
定
資
産
の
所
管
換
え
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を

記
載
し
た
伺
書
に
福
祉
部
長
の
決
裁
を
受
け
、
固
定
資
産
引
継
書
に
よ
り
、
こ
れ
を
引
き
継
が

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

一 

所
管
換
え
を
必
要
と
す
る
理
由 

 

二 

所
管
換
え
を
受
け
る
課
所 

 

三 

固
定
資
産
の
所
在
、
種
類
、
数
量
、
帳
簿
価
額
等 

 

四 

そ
の
他
必
要
と
認
め
ら
れ
る
事
項 

（
固
定
資
産
の
使
用
許
可
等
） 

第
九
十
四
条 

固
定
資
産
の
使
用
許
可
（
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第

二
百
三
十
八
条
の
四
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
使
用
許
可
を
い
う
。
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
同

じ
。
）
、
貸
付
け
（
同
条
第
二
項
、
同
法
第
二
百
三
十
八
条
の
五
第
一
項
又
は
令
第
二
十
六
条

の
五
の
規
定
に
よ
る
貸
付
け
を
い
う
。
以
下
第
九
十
六
条
第
二
項
、
第
九
十
九
条
第
一
項
及
び

別
表
第
三
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
私
権
の
設
定
（
同
法
第
二
百
三
十
八
条
の
四
第
二
項
第
五

号
の
規
定
に
よ
る
地
上
権
の
設
定
又
は
第
二
百
三
十
八
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
私
権
の

設
定
を
い
う
。
）
（
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
「
固
定
資
産
の
使
用
許
可
等
」
と
い
う
。
）
を
し

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
第
一
号
か
ら
第
七
号
ま
で
の
事
項
を
記
載
し
た
伺
書
に
、
第
八
号
及
び

第
九
号
の
書
類
並
び
に
当
該
固
定
資
産
の
使
用
許
可
等
に
係
る
申
請
書
を
添
え
て
、
重
要
又
は



異
例
な
も
の
に
つ
い
て
は
知
事
、
そ
の
他
の
も
の
に
つ
い
て
は
セ
ン
タ
ー
長
の
決
裁
を
受
け
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 
一 

土
地
に
つ
い
て
は
地
番
、
地
目
及
び
地
積
、
建
物
に
つ
い
て
は
所
在
地
、
構
造
及
び
床
面

積
、
そ
の
他
の
固
定
資
産
に
つ
い
て
は
種
類
、
数
量
等 

 

二 

固
定
資
産
の
使
用
許
可
等
の
相
手
方
の
住
所
及
び
氏
名
（
団
体
の
場
合
は
、
主
た
る
事
務

所
の
所
在
地
並
び
に
そ
の
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
） 

 

三 

固
定
資
産
の
使
用
許
可
等
を
す
る
期
間 

 

四 

固
定
資
産
の
使
用
許
可
等
を
す
る
理
由 

 

五 

使
用
料
、
貸
付
料
又
は
地
代
の
額
及
び
算
定
の
根
拠 

 

六 

使
用
料
、
貸
付
料
又
は
地
代
の
納
付
の
方
法
及
び
時
期 

 

七 

使
用
料
、
貸
付
料
又
は
地
代
を
減
額
し
、
又
は
免
除
す
る
場
合
は
、
そ
の
理
由
及
び
額 

 

八 

許
可
書
又
は
契
約
書
の
案 

 

九 

関
係
図
面 

（
固
定
資
産
の
使
用
許
可
の
権
限
の
委
任
） 

第
九
十
五
条 

セ
ン
タ
ー
に
属
す
る
固
定
資
産
の
使
用
で
次
の
各
号
に
掲
げ
る
も
の
及
び
使
用
料

が
有
料
の
場
合
（
当
該
使
用
料
を
減
額
す
る
場
合
を
除
く
。
）
の
使
用
期
間
の
更
新
に
係
る
許

可
の
権
限
は
、
セ
ン
タ
ー
長
に
委
任
す
る
。 

 

一 

電
柱
敷
、
電
話
柱
敷
、
支
柱
敷
又
は
支
線
敷
と
し
て
の
土
地
の
使
用 

 

二 

電
気
、
ガ
ス
、
水
道
又
は
下
水
道
の
管
理
設
敷
と
し
て
の
土
地
の
使
用 

 

三 

公
衆
電
話
（
電
気
通
信
役
務
に
関
す
る
料
金
の
収
納
事
務
の
委
託
契
約
に
係
る
も
の
を
除 

 

く
。
）
、
自
動
販
売
機
、
郵
便
差
出
箱
等
を
設
置
す
る
た
め
の
土
地
又
は
建
物
の
使
用 

 

四 

職
員
の
福
利
厚
生
及
び
患
者
等
の
利
用
の
た
め
に
設
置
す
る
施
設
で
軽
易
な
も
の
に
係
る 

 

土
地
又
は
建
物
の
使
用 

 

五 

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
一
月
未
満
（
使
用
の
日
数
が
一
年
間
を
通
算
し
て
三
十 

 

日
以
内
の
場
合
を
含
む
。
）
の
固
定
資
産
の
使
用 

２ 

前
条
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
委
任
事
務
の
処
理
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

（
使
用
又
は
貸
付
け
の
期
間
） 

第
九
十
六
条 

固
定
資
産
の
使
用
許
可
の
期
間
は
、
一
年
以
内
と
す
る
。
た
だ
し
、
知
事
が
特
に

必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
は
、
三
年
以
内
と
す
る
。 

２ 

固
定
資
産
の
貸
付
け
の
期
間
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
期
間
を
超
え
て
は
な
ら
な
い
。 

 

一 

建
物
の
所
有
を
目
的
と
す
る
土
地
の
貸
付
け 

三
十
年 

 

二 

前
号
の
場
合
を
除
く
ほ
か
、
土
地
及
び
そ
の
定
着
物
（
建
物
を
除
く
。
）
の
貸
付
け 

十

年 

 

三 

建
物
そ
の
他
の
物
件
の
貸
付
け 

五
年 



 

四 

知
事
が
認
め
た
建
物
の
一
部
貸
付
け 

知
事
が
特
に
認
め
た
年
数 

３ 

前
二
項
の
期
間
は
、
更
新
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
更
新
の
時
か
ら

同
項
の
期
間
を
超
え
て
は
な
ら
な
い
。 

（
使
用
料
等
） 

第
九
十
七
条 
固
定
資
産
の
使
用
許
可
に
係
る
使
用
料
の
額
は
、
別
表
第
二
に
定
め
る
と
お
り
と

す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
は
、
当
該
使
用
料
を
減
額
し
、
又

は
免
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

一 

公
用
若
し
く
は
公
共
用
又
は
公
益
を
目
的
と
す
る
事
業
の
用
に
供
す
る
た
め
固
定
資
産
を

使
用
す
る
と
き
。 

 

二 

前
号
に
掲
げ
る
場
合
の
ほ
か
、
特
別
の
理
由
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。 

２ 

前
項
の
使
用
料
は
、
こ
れ
を
前
納
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
前
納
さ
せ
る
こ
と

が
適
当
で
な
い
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

（
使
用
料
の
還
付
） 

第
九
十
八
条 

固
定
資
産
の
使
用
許
可
を
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
許
可
に
係
る
書
面
に
、

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
を
除
き
、
既
納
の
使
用
料
は
還
付
し
な
い
旨
を
定
め

て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

一 

公
用
又
は
公
共
用
に
供
す
る
た
め
使
用
の
許
可
を
取
り
消
し
た
と
き
。 

 

二 

使
用
の
許
可
を
受
け
た
者
の
責
め
に
帰
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
理
由
に
よ
り
固
定
資
産
を

使
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
。 

（
貸
付
料
等
） 

第
九
十
九
条 

固
定
資
産
の
貸
付
け
に
係
る
貸
付
料
の
額
は
、
別
表
第
三
に
定
め
る
と
お
り
と
す 

る
。 

２ 

前
項
の
貸
付
料
又
は
地
代
は
、
こ
れ
を
前
納
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
契
約
の

内
容
に
よ
り
前
納
さ
せ
る
こ
と
が
適
当
で
な
い
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

（
担
保
の
徴
収
） 

第
百
条 

固
定
資
産
の
使
用
許
可
等
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
、
必
要
が
あ
る
と
き
は
、

確
実
な
担
保
を
徴
し
、
又
は
適
当
な
保
証
人
を
立
て
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
使
用
目
的
変
更
の
禁
止
等
） 

第
百
一
条 

固
定
資
産
の
使
用
許
可
等
を
し
た
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
資
産
を
目
的
外
の
用
途

に
供
さ
せ
、
又
は
知
事
の
許
可
若
し
く
は
承
認
を
得
な
い
で
当
該
資
産
の
原
形
を
変
更
さ
せ
て

は
な
ら
な
い
。 

２ 

固
定
資
産
の
使
用
許
可
等
を
受
け
た
者
が
、
前
項
の
許
可
又
は
承
認
を
得
て
当
該
固
定
資
産

の
原
形
を
変
更
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
固
定
資
産
の
使
用
許
可
等
に
係
る
期
間
が
満
了
し

た
と
き
、
又
は
当
該
固
定
資
産
の
使
用
許
可
等
の
取
消
し
若
し
く
は
解
除
が
あ
っ
た
と
き
は
、



当
該
固
定
資
産
を
原
状
に
回
復
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
必
要
が
な
い
と
認
め
ら

れ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

（
固
定
資
産
の
返
還
に
伴
う
確
認
） 

第
百
二
条 

固
定
資
産
の
使
用
許
可
等
に
係
る
期
間
が
満
了
し
た
と
き
、
又
は
固
定
資
産
の
使
用

許
可
等
の
取
消
し
若
し
く
は
解
除
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
固
定
資
産
の
使
用
許
可
等
を
受
け

た
者
を
立
ち
会
わ
せ
、
当
該
固
定
資
産
に
異
常
の
な
い
こ
と
を
確
認
し
た
後
で
な
け
れ
ば
当
該

固
定
資
産
の
明
渡
し
又
は
引
渡
し
を
受
け
て
は
な
ら
な
い
。 

（
売
却
又
は
譲
与
） 

第
百
三
条 

固
定
資
産
を
売
却
し
、
又
は
譲
与
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
第
一
号
か
ら
第
八
号
ま

で
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
伺
書
に
、
第
九
号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
の
書
類
を
添
え
て
、
土

地
、
建
物
及
び
構
築
物
の
う
ち
、
重
要
又
は
異
例
な
も
の
に
つ
い
て
は
知
事
、
そ
の
他
の
も
の

に
つ
い
て
は
福
祉
部
長
の
決
裁
を
、
土
地
、
建
物
及
び
構
築
物
以
外
の
固
定
資
産
に
つ
い
て
は
、

セ
ン
タ
ー
長
の
決
裁
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

一 

売
却
し
、
又
は
譲
与
し
よ
う
と
す
る
固
定
資
産
の
う
ち
、
土
地
に
つ
い
て
は
地
番
、
地
目

及
び
地
積
、
建
物
に
つ
い
て
は
所
在
地
、
構
造
及
び
床
面
積
、
そ
の
他
の
固
定
資
産
に
つ
い

て
は
種
類
、
数
量
等 

 

二 

売
却
又
は
譲
与
の
理
由 

 

三 

売
却
又
は
譲
与
の
相
手
方
の
住
所
及
び
氏
名
（
団
体
の
場
合
は
、
主
た
る
事
務
所
の
所
在

地
並
び
に
そ
の
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
） 

 

四 

売
却
の
予
定
価
格
及
び
そ
の
算
出
の
根
拠 

 

五 

価
格
を
低
減
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
理
由 

 

六 

代
金
の
納
付
の
方
法
及
び
時
期 

 

七 

代
金
の
納
付
に
つ
い
て
延
納
の
特
約
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
理
由 

 

八 

用
途
を
指
定
し
て
売
却
し
、
又
は
譲
与
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
用
途
並
び
に
そ
の

用
途
に
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
期
日
及
び
期
間 

 

九 

一
般
競
争
入
札
に
付
す
る
と
き
は
、
そ
の
公
告
案 

 

十 

指
名
競
争
入
札
又
は
随
意
契
約
に
よ
る
と
き
は
、
そ
の
理
由
及
び
通
知
案 

 

十
一 

評
価
調
書
（
譲
与
の
場
合
は
、
見
積
調
書
） 

 

十
二 

契
約
書
案 

 

十
三 

関
係
図
面 

（
交
換
） 

第
百
四
条 

固
定
資
産
を
交
換
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
第
一
号
か
ら
第
八
号
ま
で
に
掲
げ
る
事

項
を
記
載
し
た
伺
書
に
、
第
九
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
の
書
類
を
添
え
て
、
土
地
、
建
物
及
び

構
築
物
の
う
ち
、
重
要
又
は
異
例
な
も
の
に
つ
い
て
は
知
事
、
そ
の
他
の
も
の
に
つ
い
て
は
福



祉
部
長
の
決
裁
を
、
土
地
、
建
物
及
び
構
築
物
以
外
の
固
定
資
産
に
つ
い
て
は
セ
ン
タ
ー
長
の

決
裁
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 
一 

取
得
し
よ
う
と
す
る
固
定
資
産
及
び
交
換
に
供
す
る
固
定
資
産
の
う
ち
、
土
地
に
つ
い
て

は
地
番
、
地
目
及
び
地
積
、
建
物
に
つ
い
て
は
所
在
地
、
構
造
及
び
床
面
積
、
そ
の
他
の
固

定
資
産
に
つ
い
て
は
種
類
、
数
量
等 

 

二 

交
換
の
理
由 

 

三 

交
換
の
相
手
方
の
住
所
及
び
氏
名
（
団
体
の
場
合
は
、
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
並
び
に

そ
の
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
） 

 

四 

取
得
し
よ
う
と
す
る
固
定
資
産
及
び
交
換
に
供
す
る
固
定
資
産
の
価
格
及
び
そ
の
算
定
の

根
拠 

 

五 

交
換
差
金
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
額
並
び
に
納
付
又
は
支
払
の
方
法
及
び
時
期 

 

六 

交
換
差
金
の
納
付
又
は
支
払
に
つ
い
て
、
延
納
の
特
約
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の

理
由 

 

七 

用
途
を
指
定
し
て
交
換
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
用
途
並
び
に
そ
の
用
途
に
供
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
期
日
及
び
期
間 

 

八 

第
八
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
調
査
結
果 

 

九 

評
価
調
書 

 

十 

契
約
書
案 

 

十
一 

関
係
図
面 

 

十
二 

取
得
し
よ
う
と
す
る
固
定
資
産
の
登
記
事
項
証
明
書 

（
撤
去
又
は
廃
棄
） 

第
百
五
条 

固
定
資
産
（
土
地
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
撤
去
し
、
又
は
廃

棄
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
伺
書
に
、

第
四
号
の
書
類
を
添
え
て
、
建
物
及
び
構
築
物
の
う
ち
、
重
要
又
は
異
例
な
も
の
に
つ
い
て
は

知
事
、
そ
の
他
の
も
の
に
つ
い
て
は
福
祉
部
長
の
決
裁
を
、
建
物
及
び
構
築
物
以
外
の
固
定
資

産
に
つ
い
て
は
セ
ン
タ
ー
長
の
決
裁
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

一 

撤
去
し
、
又
は
廃
棄
し
よ
う
と
す
る
固
定
資
産
の
う
ち
、
建
物
に
つ
い
て
は
所
在
地
、
構

造
及
び
床
面
積
、
そ
の
他
の
固
定
資
産
に
つ
い
て
は
種
類
、
数
量
等 

 

二 

撤
去
又
は
廃
棄
の
理
由 

 

三 

そ
の
他
必
要
と
認
め
ら
れ
る
事
項 

 

四 

関
係
図
面 

２ 

固
定
資
産
を
廃
棄
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
は
、
当
該
固
定
資
産
が
著
し
く
損
傷
を
受
け
て
い

る
こ
と
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
買
受
人
が
な
い
場
合
又
は
売
却
価
格
が
売
却
に
要
す
る
経
費
に

達
し
な
い
場
合
に
限
る
も
の
と
す
る
。 



（
た
な
卸
資
産
へ
の
振
替
え
） 

第
百
六
条 

セ
ン
タ
ー
長
は
、
器
械
備
品
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
固
定
資
産
の
う
ち
、
著
し
く
損

傷
を
受
け
て
い
る
こ
と
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
そ
の
用
途
に
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ

た
も
の
に
つ
い
て
は
、
再
使
用
で
き
る
も
の
と
不
用
と
な
り
、
又
は
使
用
に
耐
え
な
く
な
っ
た

も
の
と
に
区
分
し
、
再
使
用
で
き
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
第
七
十
一
条
第
二
号
及
び
第
七
十
二

条
の
規
定
に
準
じ
て
た
な
卸
資
産
に
振
り
替
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

前
項
の
規
定
は
、
固
定
資
産
を
撤
去
し
た
場
合
に
お
い
て
発
生
し
た
物
品
に
つ
い
て
準
用
す

る
。 

（
実
地
照
合
） 

第
百
七
条 

セ
ン
タ
ー
長
は
、
所
管
す
る
固
定
資
産
に
つ
い
て
、
毎
事
業
年
度
少
な
く
と
も
一
回

以
上
固
定
資
産
台
帳
と
当
該
固
定
資
産
を
実
地
に
つ
い
て
照
合
し
、
確
認
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

２ 

セ
ン
タ
ー
長
は
、
前
項
に
規
定
す
る
実
地
照
合
を
行
わ
せ
る
場
合
に
は
、
セ
ン
タ
ー
の
職
員

の
う
ち
か
ら
当
該
固
定
資
産
の
管
理
に
直
接
関
係
の
な
い
職
員
を
立
ち
会
わ
せ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

第
四
節 

減
価
償
却 

（
減
価
償
却
の
方
法
） 

第
百
八
条 

固
定
資
産
の
減
価
償
却
は
、
定
額
法
に
よ
っ
て
取
得
の
翌
年
度
か
ら
行
う
。
た
だ
し
、

必
要
が
あ
る
と
き
は
、
資
産
の
使
用
を
開
始
し
た
月
か
ら
行
う
こ
と
が
で
き
る
。 

（
減
価
償
却
の
特
例
） 

第
百
九
条 

有
形
固
定
資
産
に
つ
い
て
、
当
該
資
産
の
帳
簿
価
額
が
帳
簿
原
価
の
百
分
の
五
に
相

当
す
る
金
額
に
達
し
た
後
に
お
い
て
、
地
方
公
営
企
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
七
年
総
理
府

令
第
七
十
三
号
。
別
表
第
一
に
お
い
て
「
府
令
」
と
い
う
。
）
第
十
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ

り
帳
簿
価
額
が
一
円
に
達
す
る
ま
で
減
価
償
却
を
行
お
う
と
す
る
場
合
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
そ

の
旨
及
び
そ
の
年
数
に
つ
い
て
福
祉
部
長
の
決
裁
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

第
八
章 

引
当
金 

（
退
職
給
付
引
当
金
の
計
上
方
法
） 

第
百
十
条 

退
職
給
付
引
当
金
の
計
上
は
、
簡
便
法
（
当
該
事
業
年
度
の
末
日
に
お
い
て
全
て
の

職
員
（
同
日
に
お
け
る
退
職
者
を
除
く
。
）
が
、
自
己
の
都
合
に
よ
り
退
職
す
る
も
の
と
仮
定

し
た
場
合
に
支
給
す
べ
き
退
職
手
当
の
総
額
に
よ
る
方
法
を
い
う
。
）
に
よ
る
こ
と
と
す
る
。 

第
九
章 

予
算 

（
支
出
負
担
行
為
） 

第
百
十
一
条 

支
出
負
担
行
為
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
表
第
四
に
定
め
る
区
分
に
従
い
、

支
出
負
担
行
為
決
議
書
、
支
出
伝
票
又
は
振
替
伝
票
に
よ
り
、
合
議
を
し
、
及
び
決
裁
を
受
け



な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

前
項
の
支
出
負
担
行
為
決
議
書
に
は
、
所
属
年
度
、
金
額
、
予
算
科
目
、
予
算
差
引
そ
の
他

必
要
と
認
め
ら
れ
る
事
項
を
記
載
し
、
か
つ
、
必
要
と
認
め
ら
れ
る
参
考
資
料
を
添
付
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
予
備
費
の
充
当
） 

第
百
十
二
条 

課
長
は
、
予
算
外
支
出
又
は
予
算
超
過
支
出
に
充
て
る
た
め
、
予
備
費
を
使
用
し

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
予
備
費
充
当
計
算
書
に
よ
り
企
画
財
政
部
長
に
合
議
の
上
、
福
祉
部
長

の
決
裁
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
弾
力
条
項
の
適
用
） 

第
百
十
三
条 

課
長
は
、
法
第
二
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
業
務
量
の
増
加
に
よ
り
業

務
の
た
め
直
接
必
要
な
経
費
に
不
足
を
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
増
加
す
る
収
入
に
相
当

す
る
金
額
を
当
該
業
務
の
た
め
直
接
必
要
な
経
費
に
使
用
し
よ
う
と
す
る
場
合
は
、
使
用
し
よ

う
と
す
る
経
費
の
名
称
、
金
額
及
び
理
由
等
を
記
載
し
た
伺
書
に
よ
り
、
知
事
の
決
裁
を
受
け

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
予
算
の
繰
越
し
） 

第
百
十
四
条 

課
長
は
、
予
算
に
定
め
ら
れ
た
継
続
費
又
は
法
第
二
十
六
条
第
一
項
若
し
く
は
第

二
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
支
出
予
算
に
つ
い
て
翌
年
度
に
繰
り
越
し
、
又
は
事
故
の
た
め

翌
事
業
年
度
に
繰
り
越
し
て
使
用
す
る
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
二
月
末
日
ま
で
に
繰

越
見
込
調
書
を
作
成
し
て
福
祉
部
長
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

福
祉
部
長
は
、
前
項
の
繰
越
見
込
調
書
の
送
付
を
受
け
た
と
き
は
、
継
続
費
に
つ
い
て
は
継

続
費
繰
越
計
算
調
書
を
、
そ
の
他
の
支
出
予
算
の
繰
越
し
に
つ
い
て
は
予
算
繰
越
計
算
調
書
を

作
成
し
、
知
事
の
決
裁
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
一
時
借
入
れ
の
手
続
） 

第
百
十
五
条 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
予
算
内
の
支
出
を
す
る
た
め
資
金
が

不
足
す
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
そ
の
旨
を
福
祉
部
長
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

福
祉
部
長
は
、
前
項
の
通
知
を
受
け
た
と
き
は
、
知
事
の
決
裁
を
経
て
一
時
借
入
れ
の
手
続

を
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
一
時
借
入
れ
の
通
知
） 

第
百
十
六
条 

福
祉
部
長
は
、
一
時
借
入
れ
の
契
約
が
さ
れ
た
と
き
は
、
直
ち
に
管
理
・
業
務
部

長
で
あ
る
企
業
出
納
員
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
一
時
借
入
金
の
返
済
） 

第
百
十
七
条 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
一
時
借
入
金
の
返
済
が
で
き
る
と
認

め
ら
れ
る
と
き
は
、
そ
の
旨
を
福
祉
部
長
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

福
祉
部
長
は
、
前
項
の
通
知
を
受
け
た
と
き
は
、
知
事
の
決
裁
を
経
て
支
出
の
例
に
よ
り
管



理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
に
返
済
の
通
知
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

管
理
・
業
務
部
長
で
あ
る
企
業
出
納
員
は
、
前
項
の
通
知
を
受
け
た
と
き
は
、
支
出
の
例
に

よ
り
債
権
者
に
支
払
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

第
十
章 

決
算 

（
決
算
の
整
理
） 

第
百
十
八
条 

決
算
の
整
理
に
つ
い
て
は
、
毎
事
業
年
度
終
了
後
、
速
や
か
に
振
替
伝
票
に
よ
り

次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

一 

実
地
た
な
卸
し
に
基
づ
く
た
な
卸
資
産
の
修
正 

 

二 

固
定
資
産
の
減
価
償
却 

 

三 

繰
延
収
益
の
償
却 

 

四 

資
産
の
評
価 

 

五 

引
当
金
の
計
上 

 

六 

未
払
費
用
等
経
過
勘
定
に
関
す
る
整
理 

 

七 

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
納
税
計
算
に
伴
う
整
理 

（
帳
簿
の
締
切
り
） 

第
百
十
九
条 

前
条
の
規
定
に
よ
り
決
算
整
理
を
行
っ
た
後
、
各
帳
簿
の
勘
定
の
締
切
り
を
行
う

も
の
と
す
る
。 

（
決
算
報
告
書
等
の
提
出
） 

第
百
二
十
条 

課
長
は
、
毎
事
業
年
度
の
五
月
十
五
日
ま
で
に
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
作
成

し
て
、
福
祉
部
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
な
お
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
の

作
成
は
、
予
定
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
と
同
じ
方
法
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

 

一 

決
算
報
告
書 

 

二 

損
益
計
算
書 

 

三 

貸
借
対
照
表 

 

四 

剰
余
金
計
算
書
又
は
欠
損
金
計
算
書 

 

五 

剰
余
金
処
分
計
算
書
又
は
欠
損
金
処
理
計
算
書 

 

六 

事
業
報
告
書 

 

七 

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書 

 

八 

収
益
費
用
明
細
書 

 

九 

固
定
資
産
明
細
書 

 

十 

企
業
債
明
細
書 

 

十
一 

継
続
費
精
算
報
告
書 

 

十
二 

基
金
運
用
状
況
報
告
書 

２ 

福
祉
部
長
は
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
毎
事
業
年
度
の
五
月
末
日
ま
で
に
知
事
に
提
出



し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

第
十
一
章 

雑
則 

（
現
金
出
納
検
査
） 

第
百
二
十
一
条 

セ
ン
タ
ー
長
は
、
毎
月
末
日
を
も
っ
て
試
算
表
及
び
資
金
予
算
表
を
作
成
し
、

翌
月
十
五
日
ま
で
に
福
祉
部
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

福
祉
部
長
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
書
類
の
提
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
こ
れ
を
調
製
し
て
、

そ
の
月
の
二
十
日
ま
で
に
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
自
己
検
査
） 

第
百
二
十
二
条 

セ
ン
タ
ー
長
は
、
そ
の
所
掌
に
係
る
財
務
事
務
並
び
に
所
属
の
企
業
出
納
員
及

び
資
金
前
渡
担
当
者
の
処
理
し
た
事
務
に
つ
い
て
、
毎
月
一
回
以
上
検
査
を
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

２ 

福
祉
部
長
は
、
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
所
属
職
員
の
う
ち
か
ら
検
査
員
を
命
じ
、
予
算
の
執

行
及
び
出
納
の
状
況
に
つ
い
て
調
査
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

（
公
印
等
の
届
出
） 

第
百
二
十
三
条 

企
業
出
納
員
は
、
職
及
び
氏
名
並
び
に
出
納
事
務
に
使
用
す
る
公
印
の
印
影
を

統
轄
店
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
証
拠
書
類
の
保
存
期
間
） 

第
百
二
十
四
条 

こ
の
規
則
に
定
め
る
会
計
伝
票
、
帳
簿
そ
の
他
の
証
拠
書
類
の
保
存
期
間
は
、

知
事
が
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

（
様
式
） 

第
百
二
十
五
条 

こ
の
規
則
に
定
め
る
会
計
伝
票
、
帳
簿
そ
の
他
の
書
類
の
様
式
は
、
別
記
の
と

お
り
と
す
る
。 

（
こ
の
規
則
に
定
め
る
事
項
以
外
の
取
扱
い
） 

第
百
二
十
六
条 

こ
の
規
則
に
定
め
る
も
の
を
除
く
ほ
か
、
病
院
事
業
の
財
務
に
関
す
る
事
務
の

取
扱
い
は
、
埼
玉
県
財
務
規
則
（
昭
和
三
十
九
年
埼
玉
県
規
則
第
十
八
号
）
及
び
埼
玉
県
の
物

品
等
又
は
特
定
役
務
の
調
達
手
続
の
特
例
を
定
め
る
規
則
（
平
成
七
年
埼
玉
県
規
則
第
百
六
号
）

に
よ
る
取
扱
い
の
例
に
よ
る
。 

附 

則 

（
施
行
期
日
） 

１ 

こ
の
規
則
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

（
経
過
措
置
） 

２ 

こ
の
規
則
の
施
行
前
に
埼
玉
県
財
務
規
則
の
規
定
に
よ
り
さ
れ
た
手
続
そ
の
他
の
行
為
は
、

こ
の
規
則
の
相
当
規
定
に
よ
り
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。 

３ 

埼
玉
県
財
務
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
（
令
和
三
年
埼
玉
県
規
則
第 

 
 

号
）
に
よ



る
改
正
前
の
埼
玉
県
財
務
規
則
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
所
要
の
調
整
を

し
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

               



別表第１（第１６条関係） 

 勘定科目表 

  損益 

  （１）収益 

款 項 目 節 備考 

病院事業収益 

 

    

 

  医業収益  

入院収益 

  医業活動に係る収益 

入院医療に係る収益 

    外来収益   外来医療に係る収益 

    そ の 他 医 業 収

益 

    

      室料差額収益 上級室使用に係る室料差額の収益 

      公 衆 衛 生 活 動

収益 

各種の集団健康診断・予防接種等

の公衆衛生活動に係る収益 

      医療相談収益 人間ドック等個別的健康診断に係

る収益 

      受 託 検 査 施 設

利用収益 

受託検査料収入、医療設備又は器

械を他の医療機関に利用させた場

合等の収益 

      そ の 他 医 業 収

益 

消毒料、洗濯料、文書料、社会福祉

使用料等前記の科目に属さない収

益 

  医業外収益     

 

    受 取 利 息 配 当

金 

  金融及び財務活動に伴う収益、その

他の主たる医業活動以外の原因か

ら生ずる収益 

      預金利息 預貯金の利息等 

      基金利息   

      有価証券利息   

      配当金   

    他会計補助金     

    補助金     

    負担金交付金     

    消 費 税 及 び 地

方 消 費 税 還 付

金 

    



    長 期 前 受 金 戻

入 

  

 

 

 

府令第２１条第２項又は第３項の

規定により償却した長期前受金の

額のうち医業外収益として整理す

るもの 

      受 贈 財 産 評 価

額 長 期 前 受 金

戻入 

      寄 附 金 長 期 前

受金戻入 

補 助 金 長 期 前

受金戻入 

      国 庫 補 助 金 長

期前受金戻入 

      他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻

入 

      他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻

入 

    そ の 他 医 業 外

収益 

    

      有 価 証 券 売 却

収益 

  

      不 用 品 売 却 収

益 

  

      そ の 他 医 業 外

収益 

  

  特別利益     当年度の経常的収益から除外すべ

き収益 

    固 定 資 産 売 却

益 

  固定資産の売却価額が当該固定資

産の売却時の帳簿価額を超える金

額 

    過 年 度 損 益 修

正益 

  前年度以前の損益の修正で利益の

性質を有するもの 

    そ の 他 特 別 利

益 

    



   

（２）費用 

款 項 目 節 備考 

病院事業費用  

医業費用 

      

    給与費     

      給料 常勤の職員の本給 

      手当 常勤の職員の扶養、期末、時間外

勤務及び特殊勤務等の諸手当 

      報酬 非常勤の顧問、参与、会計年度任

用職員に対する報酬 

      退職給付費 退職給付引当金として計上するた

めの繰入額及び退職手当の支払に

当たって不足が生じた場合の当該

不足額 

      賞与引当金繰

入額 

賞与引当金として計上するための

繰入額 

   法定福利費  

      その他引当金

繰入額 

  

    材料費     

      薬品費 投薬用薬品、注射用薬品（血液、

プラスマを含む。）、その他薬品

の費用 

      診療材料費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 診療用材料として直接消費さ

れるもの（レントゲンフィルム、

歯科用の材料、酸素、ギブス粉、

包帯、ガーゼ、脱脂綿、縫合糸、

氷等）の費用 

２ 診療用具（患者の用に供する

ものを含む。）等であって、１

年以内に消費するもの（注射針、

注射筒、ゴム管、薬瓶、試験管、

シャーレ、体温計、氷枕等）の

費用 

３ 半減期が１年未満の放射性同



 

給食材料費 

位元素の費用 

１ 患者給食のため消費する食品

の費用 

      

 

２ 患者給食用具等であって、１

年以内に消耗するもの（泡立器、

ざる、たわし、食器、食品用洗

剤等）の費用 

      医療消耗備品

費 

診療用具（患者の用に供するもの

を含む。）、患者給食用具等であ

って、減価償却を必要としないも

ののうち１年を超えて使用できる

もの（聴診器、血圧計、鉗子
かん し

、鈎類
こうるい

、

食 罐
しょくかん

、鍋、自動天びん等）の費用 

    経費     

      厚生福利費 職員及びその家族に対する法定外

福利費 

１ 診療、健康診断、予防接種等

に要する費用 

２ 各種のレクリエーション、文

化活動等に要する費用 

３ 食堂、売店等を利用した場合

における事業主負担額 

４ 慶弔禍福に際し、一定の基準

により支給される金品、記念品

に供与される飲食、金品代等の

費用 

      報償費 報酬金、賞賜金等 

      旅費交通費 業務のための出張旅費（研修に属

するものを除く。）等の費用 

      交際費   

      職員被服費 職員に支給又は貸与する白衣、予

防衣、診察衣、作業衣等の費用 

      消耗品費 事務用、管理用等に使用するもの

であって、１年以内に消耗するも

の（帳簿、諸用紙、ペン先、印肉、

ゴム印等の事務用品、タイプ活字、



電球、洗剤、掃除用品等）の費用 

      消耗備品費 事務用、管理用の用具等で、１年

を超えて使用できるものであって

も減価償却を必要としないものの

費用 

      光熱水費 電気料、ガス料、水道料等 

      燃料費 石炭、重油、ガソリン、プロパン

ガス、薪等の費用 

      食糧費   

      印刷製本費   

      修繕費 固定資産等の維持のための補修、

工作及び修繕材料の購入に必要な

費用。ただし、固定資産の価値が

増加するような改良拡張費は、当

該固定資産勘定に含める。 

      保険料 火災保険料、自動車損害賠償責任

保険等の保険料 

      賃借料 土地、建物の賃借料、設備機械の

使用料等 

      委託料 委託した業務の対価として支払わ

れる費用（検査委託費、歯科技工

委託費、洗濯委託費等） 

      通信運搬費 電信料、電話料、郵便料、搬送料

等 

      負担金、補助及

び交付金 

  

      諸会費 各種団体等に対する会費 

      公課費   

      修繕引当金繰

入額 

修繕引当金として計上するための

繰入額 

      特別修繕引当

金繰入額 

特別修繕引当金として計上するた

めの繰入額 

      貸倒引当金繰

入額 

貸倒引当金として計上するための

繰入額 

      雑費 前記の科目に属さない費用。ただ

し、金額の大きいものについては、



独立した勘定科目を設けて整理す

ること。 

      貸倒損失   

    減価償却費     

      建物減価償却

費 

建物（建物附属設備を含む。）に

対する減価償却費 

      構築物減価償

却費 

構築物に対する減価償却費 

      器械備品減価

償却費 

器械備品に対する減価償却費 

      車両減価償却

費 

車両に対する減価償却費 

      放射性同位元

素減価償却費 

放射性同位元素に対する減価償却

費 

      リース資産減

価償却費 

リース資産に対する減価償却費 

      その他有形固

定資産減価償

却費 

その他有形固定資産に対する減価

償却費 

      無形固定資産

減価償却費 

無形固定資産に対する減価償却費 

    資産減耗費     

      たな卸資産減

耗費 

貯蔵品の破損、変質等による減耗

損 

      固定資産除却

費 

資産価値のある固定資産の廃棄処

分による損失及び撤去費 

    研究研修費     

      研究材料費 研究材料（動物、飼料等を含む。）

の費用 

      謝金 研究、研修のために招へいした講

師に対する謝礼金等の費用 

      図書費 研究、研修用図書（定期刊行物を

含む。）の購入代 

      旅費 学会、講習会出席等の旅費又はこ

れらに対する補助額 

      研究雑費 印刷費、消耗品費、研修会費等で、



前記の科目に属さない費用 

  医業外費用       

    支払利息及び

企業債取扱諸

費 

  企業債、他会計借入金等に対する

利息並びに企業債の手数料及び取

扱費 

      企業債利息   

      長期借入金利

息 

  

      一時借入金利

息 

  

      その他利息   

      企業債手数料

及び取扱費 

  

    長期前払消費

税勘定償却 

長期前払消費

税勘定償却 

  

    雑損失   前記の科目に属さない費用。ただ

し、金額の大きいものについては、

独立した勘定科目を設けて整理す

ること。 

      不用品売却原

価 

  

      貸倒損失   

      貸倒引当金繰

入額 

  

      その他雑損失   

  特別損失     当年度の経常的費用から除外すべ

き損失 

    固定資産売却

損 

  固定資産の売却価額が当該固定資

産の売却時の帳簿価額に不足する

金額 

    減損損失   事業年度の末日において予測する

ことができない減損が生じたもの

又は減損損失を認識すべきものの

当該生じた減損による損失又は認

識すべき減損損失の額 

    災害による損   災害による巨額の臨時損失 



失 

    過年度損益修

正損 

  前年度以前の損益の修正で損失の

性質を有するもの 

    手当等     

    その他特別損

失 

    

 

  資産 

  （１）固定資産 

款 項 目 節 備考 

有形固定資産       １単位（１個、１セット、１台等）

の取得価額が１０万円以上であっ

て、耐用年数が１年以上のもの（固

定資産の取得価額には、手数料、

周旋料、搬入費、据付費等、これ

を取得するために要した費用を含

む。） 

  土地       

  建物     建物附属設備を含む。 

  建物減価償却

累計額 

      

  構築物     煙突、貯水池、門、囲障等建物以

外の工作物であって土地に固定さ

れたもの（水槽、油槽等） 

  構築物減価償

却累計額 

      

  器械備品     機械器具、じゅう器等 

磁気共鳴画像診断装置（ＭＲＩ一

式）、ＣＴ装置等 

  器械備品減価

償却累計額 

      

  車両     自動車、船舶等 

  車両減価償却       



累計額 

  放射性同位元

素 

    診療用の放射性同位元素 

  放射性同位元

素減価償却累

計額 

      

  リース資産     有形固定資産（建設仮勘定を除

く。）に係るファイナンス・リー

ス取引におけるリース資産 

  リース資産減

価償却累計額 

      

  建設仮勘定     有形固定資産の建設又は改良のた

め支出した工事費（前払金を含

む。） 

  その他有形固

定資産 

    上記以外の有形固定資産 

  その他有形固

定資産減価償

却累計額 

      

無形固定資産         

  借地権       

  地上権       

  電話加入権     電話債権は、その他投資に含める。 

  リース資産     無形固定資産に係るファイナンス・

リース取引におけるリース資産 

  ソフトウェア       

  ソフトウェア

仮勘定 

      

  その他無形固

定資産 

      

投資その他の

資産 

        

  投資有価証券       



  長期貸付金       

  貸倒引当金       

  出資金       

  基金       

  長期前払消費

税 

      

  破産更生債権

等 

    約定どおりの納付がない未収金、

住居不明等の患者に対する未収

金、その他これらに準ずる債権で

あって、１年以内に弁済を受ける

ことができないことが明らかなも

の 

  貸倒引当金     破産更生債権等の回収不能による

損失に備えるために引き当てるも

の 

  その他投資       

 

  （２）流動資産 

款 項 目 節 備考 

現金預金         

  現金       

  預金       

未収金         

  医業未収金     医業収益に対する未収額 

  医業外未収金     医業外収益に対する未収額 

    未収消費税及

び地方消費税

還付金 

    

    その他医業外

未収金 

    

  その他未収金     上記以外の未収額 

貸倒引当金 

 

有価証券 

 

    未収金の回収不能による損失に備

えるために引き当てるもの 

国債、地方債、株式、社債等随時 



 

      現金化できる有価証券で、一時的

に所有するもの。ただし、１年を

超えて所有するものは含めない。 

貯蔵品         

  薬品     診療用の薬品のたな卸高 

  診療材料     診療材料のたな卸高 

  給食材料     給食材料のたな卸高 

  医療消耗備品     医療消耗備品のたな卸高 

  消耗備品     消耗備品のたな卸高 

  燃料     重油、石炭、炭等燃料のたな卸高 

  その他貯蔵品     上記以外のたな卸資産 

短期貸付金         

  一般貸付金       

  他会計貸付金       

  職員貸付金       

前払費用         

  前払保険料       

  その他前払費

用 

      

前払金       たな卸資産等の購入手付金及び修

繕工事の予納金として前渡した金

額その他これに類するもの 

  前払消費税及

び地方消費税 

      

  その他前払金       

未収収益       一定の契約に従い、継続して役務

の提供を行う場合に既に提供した

役務に対して未だ支払を受けてい

ないもの 

貸倒引当金       未収収益の回収不能による損失に

備えるために引き当てるもの 

その他流動資

産 

  

 

      

  仮払消費税及

び地方消費税 

      

  その他流動資       



 産    

 

  （３）繰延資産 

款 項 目 節 備考 

災害による損

失 

        

 

  負債 

  （１）固定負債 

款 項 目 節 備考 

企業債         

  建設改良費等

の財源に充て

るための企業

債 

    建設改良費等（建設若しくは改良

に要する経費又は地方債に関する

省令（平成１８年総務省令第５４

号）第１２条に規定する公営企業

の建設又は改良に要する経費に準

ずる経費をいう。以下同じ。）の

財源に充てるために発行する企業

債（１年内に償還期限の到来する

ものを除く。） 

  その他の企業

債 

    建設改良費等以外の財源に充てる

ために発行する企業債（１年内に

償還期限の到来するものを除く。） 

他会計借入金         

  建設改良費等

の財源に充て

るための長期

借入金 

    建設改良費等の財源に充てるため

に他の会計から繰り入れた借入金

（１年内に返済期限の到来するも

のを除く。） 

  その他の長期

借入金 

    建設改良費等以外の財源に充てる

ために他の会計から繰り入れた借

入金（１年内に返済期限の到来す

るものを除く。） 

リース債務       ファイナンス・リース取引におけ

るリース債務（１年内に返済期限

の到来するものを除く。） 



引当金         

  退職給付引当

金 

    将来生ずることが予想される職員

に対する退職手当の支払に充てる

ための引当額 

  特別修繕引当

金 

    数事業年度ごとに定期的に行われ

る特別の大修繕に備えて計上する

引当金（１年内に使用される見込

みのものを除く。） 

  その他引当金       

その他固定負

債 

        

 

  （２）流動負債 

款 項 目 節 備考 

一時借入金       

 

企業債       

 

  建設改良費等

の財源に充て

るための企業

債 

    １年内に償還期限の到来する建設

改良費等の財源に充てるために発

行する企業債 

  その他の企業

債 

    １年内に償還期限の到来する建設

改良費等以外の財源に充てるため

に発行する企業債 

他会計借入金         

  建設改良費等

の財源に充て

るための長期

借入金 

    １年内に返済期限の到来する建設

改良費等の財源に充てるために発

行する借入金 

  その他の長期

借入金 

    １年内に返済期限の到来する建設

改良費等以外の財源に充てるため

に発行する借入金 

リース債務       １年内に支払期限の到来するファ

イナンス・リース取引におけるリ

ース債務 

未払金         

  医業未払金     通常の取引に基づいて発生した医



業費用の未払額 

  医業外未払金       

    未払消費税及

び地方消費税 

    

    その他医業外

未払金 

    

  その他未払金     償却資産等に対する未払額（たな

卸資産の未払金を含む。） 

未払費用       未払賃借料等の一定の契約に従

い、継続的に役務の提供を受ける

場合、既に提供を受けた役務の対

価の未払額 

前受金         

  医業前受金       

  医業外前受金       

  その他前受金       

前受収益       前受利息、前受賃貸借料等の一定

の契約に従い、継続的に役務の提

供を行う場合、未だ提供していな

い役務の対価の前受額 

引当金         

  賞与引当金     翌事業年度に支払う賞与のうち、

当年度負担相当額を見積もり計上

する引当金 

  修繕引当金     病院等の所有する設備等について、

毎事業年度行われる通常の修繕が

何らかの理由で行われなかった場

合において、その修繕に備えて計

上する引当金 

  特別修繕引当

金 

    数事業年度ごとに定期的に行われ

る特別の大修繕に備えて計上する

引当金（１年内に使用される見込

みのものに限る。） 

  その他引当金       

その他流動負

債 

        



  預り金       

  仮受消費税及

び地方消費税 

      

  受託金       

    工事受託金     

    委託受託金     

  その他流動負

債 

      

 

  （３）繰延収益 

款 項 目 節 備考 

受贈財産評価

額長期前受金 

        

受贈財産評価

額長期前受金

収益化累計額 

        

寄附金長期前

受金 

        

寄附金長期前

受金収益化累

計額 

        

補助金長期前

受金 

    

補助金長期前

受金収益化累

計額 

    

国庫補助金長

期前受金 

        

国庫補助金長

期前受金収益

化累計額 

        

他会計補助金

長期前受金 

        

他会計補助金

長期前受金収

益化累計額 

        



他会計負担金

長期前受金 

他会計負担金 

        

長期前受金収

益化累計額 

        

 

資本 

 （１）資本金 

款 項 目 節 備考 

資本金         

 

 （２）剰余金 

款 項 目 節 備考 

資本剰余金         

  再評価積立金       

  受贈財産評価

額 

      

  寄附金       

  補助金       

  国庫補助金       

  その他資本剰

余金 

      

    他会計補助金     

    他会計負担金     

    その他資本剰

余金 

    

利益剰余金         

  減債積立金       

  利益積立金       

  その他積立金       

 当年度未処分 

利益剰余金（又

は当年度未処 

   

  理欠損金）       

    繰越利益剰余

金年度末残高

    



（又は繰越欠

損金年度末残

高） 

    当年度純利益

（又は当年度

純損失） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第２（第９７条関係） 

種類 使用の区分 単位 使用料 

土地 

 建物若しくは構築物の敷地、農

地又は展示場、駐車場、材料置場

等として使用させる場合 

月額 

 当該土地の適正な価格に１，０００

分の３．５を乗じて得た額（当該土地

の使用期間が１月に満たない場合は、

当該額に１００分の１１０を乗じて得

た額） 

 運動場等として使用させる場合 日額 

 当該土地の適正な価格に１，０００

分の０．０４を乗じて得た額（当該土

地の使用期間が１月に満たない場合

は、当該額に１００分の１１０を乗じ

て得た額） 

 電柱、街灯柱、地下埋設管若し

くは地上敷設管又はこれらに類す

る物の用地として使用させる場合 

月額又 

は年額 

 類似のものの使用料を勘案して知

事が定める額 

建物 

 建物の全部を使用させる場合 

月額 

 次の各号に掲げる額の合計額に１

００分の１１０を乗じて得た額 

１ 当該建物の適正な価格に１，００

０分の６を乗じて得た額 

２ 当該建物の敷地の適正な価格に

１，０００分の３．５を乗じて得た

額（当該建物の敷地が借地の場合

は、借地料に相当する額） 

 建物の一部を使用させる場合 

 当該建物の全部を使用させる場合

の使用料に相当する額に、当該建物の

延べ面積に対する使用面積の割合を

乗じて得た額 

構築物 

 

月額 
 当該構築物の種類に応じ、知事が定

める額 

備考 １ 火災、水災、震災その他の災害について保険を付している建物を使用

させる場合又は土地、建物若しくは構築物の使用について電気、ガス、

水道、下水道等を使用させる場合若しくは特別な設備、修繕、模様替え

等を要する場合の使用料の額は、この表に定める使用料の額に、それぞ



れ当該災害についての保険の費用又は電気等の料金若しくは設備等に要

する費用を加算した額とする。 

２ 土地、建物又は構築物を使用する場合で、その期間が１月又は１年に

満たない端数があるときは、日割りをもって計算する。 

３ 土地及び建物で、その面積に１平方メートルに満たない端数がある場

合は、その端数は切り上げる。 

４ この表に定める使用料により処理することが適当でないと認められる

場合又はこの表に定めのない場合についての固定資産の使用料について

は、知事が別に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第３（第９９条関係） 

種類 貸付けの区分 単位 貸付料 

土地 

 建物若しくは構築物の敷地、農地

又は展示場、駐車場、材料置場等と

して貸し付ける場合 

年額 

 当該土地の評価額に１００分の

４．２を乗じて得た額（当該土地の

貸付期間が１月に満たない場合は、

当該額に１００分の１１０を乗じて

得た額） 

 電気通信業務の用に供する電柱、

街灯柱、地下埋設管若しくは地上敷

設管又はこれらに類する物の用地と

して貸し付ける場合 

― 

 電気通信事業法施行令（昭和６０

年政令第７５号）に定める額（当該

土地の貸付期間が１月に満たない

場合は、当該額に１００分の１１０

を乗じて得た額） 

 電気通信業務以外の用に供する電

柱、街灯柱、地下埋設管若しくは地

上敷設管又はこれらに類する物の用

地として貸し付ける場合 

 埼玉県道路占用料徴収条例（昭

和２８年埼玉県条例第５７号）に定

める額（当該土地の貸付期間が１月

に満たない場合は、当該額に１００

分の１１０を乗じて得た額） 

建物 

 建物の全部を貸し付ける場合 

年額 

 次の各号に掲げる額の合計額に

１００分の１１０を乗じて得た額 

１ 当該建物の評価額に１００分

の１０を乗じて得た額 

２ 当該建物の敷地の評価額に１

００分の４．２を乗じて得た額

（当該建物の敷地が借地の場合

は、借地料の年額に相当する額） 

３ 損害保険料の年額に相当する

額 

 建物の一部を貸し付ける場合 

 当該建物の全部を貸し付ける場

合の貸付料に相当する額に、当該建

物の延べ面積に対する貸付面積の

割合を乗じて得た額 

備考 １ 土地の評価額は、当該土地の現況地目に応じて、近傍類似の土地の地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３４９条に規定する土地課税台

帳又は土地補充課税台帳に登録された価格に比準した額とする。 



２ 建物の評価額は、当該建物の推定再建築価格、耐用年数、経過年数、

残存価格率、維持及び保存の状況等を考慮して決定する。 

３ 建物若しくは構築物の敷地、農地若しくは展示場、駐車場、材料置場

等として土地を貸し付ける場合又は建物を貸し付ける場合で、その期間

が１年に満たない端数があるときは、日割りをもって計算する。 

４ この表に定める貸付料により処理することが適当でないと認められる

場合又はこの表に定めのない場合についての固定資産の貸付料について

は、知事が別に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第４（第１１１条関係） 

支出負担行為の決裁及び合議区分 

区分 

 

 

 

科目等 

決裁区分 様式の区分 合議区分 

知事 部長 課長 
センタ

ー長 

△支出負担行為決

議書 
課長 

◎支出伝票又は振

替伝票 

１ 現金の支出を伴うも

の 

                  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

給
与
費 

給料、手当、報酬、

退職給付費、法定

福利費 

   

   

   

   ○ ○ ◎ 

   

   

材
料
費 

薬品費、診療材料

費、給食材料費等 

 

 

○ ○ ◎ 

 

医療消耗備品費 

   

   

 

 ○ ○ 

△ 

（100万円未満のも

の◎） 

   

   

 
 

 
 

 
 

 

経 
 

 
 

 
 

 
 

 

費 

厚生福利費、報償

費、旅費交通費、

交際 費、光熱水

費、保険料、通信

運搬費、諸会費、

公課費 

   

   

   

   

○ ○ ◎ 

   

   

職員被服費、消耗

品費 、消耗備品

費、燃料費、食糧

費、印刷製本費、

修繕費、雑費 

   

   

   

   

○ ○ 

△ 

（100万円未満のも

の◎） 

   

   

賃借料 

   

   

100万円 

以上 

100万円 

未満 
○ 

△ 

（テレビ受信料、会

場使用（借上）料、

寝具借上料、自動車

使用料、不動産の借

入れに係る長期継

続契約によるもの

及び100万円未満の

もの◎） 

1,000万円以

上 

委
託
料 

施設の維持に

係るもの 

   

   

1,000万円

以上 

1,000万円

未満 
○ △ 

 

その他 
   200万円 

以上 

200万円 

未満 
○ △ 

   



 負担金、補助及

び交付金 

  

○ ○ 

△ 

（会議用負担金、研

修参加者負担金及

び建物の共益費に

係る負担金◎） 

   

   

 

研
究
研
修
費 

研究材料費、図

書費、研究雑費 

      

○ ○ 

△ 

（100万円未満のも

の◎） 

   

   

謝金、旅費       ○ ○ ◎    

建
設
改
良
費 

施設増改築工事

費（解体等に係

る工事を含む。） 

5億円 

以上 

1億5,000

万円以上5

億円未満 

1億5,000

万円未満 

5億円 

未満 

△ 

（事務経費で100万

円未満のもの◎） 

   

うち委託に係る

もの 

1億円 

以上 

1,500万円

以上1億円

未満 

1,500万円

未満 

1億円 

未満 
△ 

   

固
定
資
産
購
入
費 

 
7,000万円

以上 

5,000万円

以上7,000

万円未満 

5,000万円

未満 

7,000万円

未満 

△ 

（100万円未満のも

の◎） 

7,000万円 

以上 

うちリース資産 
   100万円 

以上 

100万円 

未満 
○ △ 

1,000万円 

以上 

企業債償還金、支払

利息及び企業債取扱

諸費 

      

○ 
 

◎ 

   

その他のもの       ○ ○ △    

２  現金の支出を伴わな

いもの 

      
○ ○ ◎ 

   

備考 １ ○印は金額に制限なく当該欄の職にある者が決裁できることを示す。 

        ２ この表の定めにかかわらず、埼玉県長期継続契約を締結することがで

きる契約を定める条例（平成１７年埼玉県条例第１１５号）で定める長

期継続契約（３において「条例で定める長期継続契約」という。）（単

価契約に該当するものを除く。）によるものについては、支出負担行為

決議書を使用するものとする。 

３ この表の定めにかかわらず、条例で定める長期継続契約及び不動産の

借入れに係る長期継続契約によるものについては、決裁及び合議区分に

掲げる額を、当該契約の契約年数を乗じて得た額に読み替えてこの表を

適用するものとする。 

        ４ この表の定めにかかわらず、単価契約したものについては、支出伝票

又は振替伝票を使用することができる。 

５ この表の定めにかかわらず、支出伝票又は振替伝票を使用する場合は、

課長又はセンター長の決裁とする。 



        ６ 支出負担行為の変更に係る決裁については、減額変更の場合は減額前

の額により、増額変更の場合は増額後の額による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記（第１２５条関係） 

番号 名   称 条 文 

１ 収入伝票 ８，１０，１８ 

２ 支出伝票 
８，１０，３０， 

４５，１１１ 

３ 振替伝票 

８，１０，１３， 

１８，２８，７２， 

７４，７５，７６，

８０，９１，１０６， 

１１１，１１８ 

４ 総勘定元帳 １１ 

５ 収入予算整理簿 １１ 

６ 支出予算整理簿 １１ 

７ 未収金整理簿 １１ 

８ 未払金整理簿 １１ 

９ 経過勘定整理簿 １１ 

１０ 物品受払簿 １１ 

１１ 預り金整理簿 １１ 

１２ 預り有価証券整理簿 １１ 

１３ 固定資産台帳 １１，１０７ 

１４ 企業債台帳 １１ 

１５ 預金口座出納簿 １１ 

１６ 貯蔵品出納簿 １１，７７，８０ 

１７ 一時借入金出納簿 １１ 

１８ 補塡財源明細書 １１ 

１９ 現金出納簿 １１，３７ 

２０ 納入通知書兼領収書、納入通知書、収納済通知書 
１９，２０，５３，

５４，５９ 

２１ 口座振替納付届 ２１ 

２２ 口座振替納入通知書 ２１ 

２３ 領収書 
２２，２４，５３，

５４ 

２４ 領収印 ２２，２４ 

２５ 払込書兼領収書、払込書 
２３，２４，３７， 

３８，５５ 

２６ 収納事務受託者証明書 ２４ 

２７ 受託収入計算書 ２４ 



２８ 督促状（請求書）兼領収書、督促状、収納済通知書 ２７ 

２９ 収入額欠損調書 ２８ 

３０ 支払内訳書 ３０ 

３１ 小切手振出済通知書 ３１，４８ 

３２ 支払証 ３１，５６ 

３３ 支払依頼書 
３１，３２，３３，

５６ 

３４ 案内書 
３２，３３，４７，

５６ 

３５ 通知書 
３２，３３，４７，

４８，４９ 

３６ 資金前渡精算調書 ３８ 

３７ 病院事業支払金日計表 ４５，５２ 

３８ 病院事業支払済通知書（日計表） ４５ 

３９ 過誤納金還付（充当）通知書 ４６ 

４０ 小切手訂正通知書 ４７ 

４１ 小切手・通知書再発行請求書 ４８ 

４２ 送金取消依頼書 ４９ 

４３ 送金取消請求書 ４９ 

４４ 病院事業収納金日計表 ５２ 

４５ 病院事業支払金月計表 ５２ 

４６ 病院事業月末預金現在高表 ５２ 

４７ 隔地払（小切手）未払通知書 ５５ 

４８ 小切手年度経過通知書 ５５ 

４９ 支払済通知書 ５６ 

５０ 送金取消済通知書 ５８ 

５１ 預り証 ６５，６６ 

５２ 入庫伝票 
７２，７５，８０，

１０６ 

５３ 出庫伝票 ７４，７６，８０ 

５４ たな卸表 ７８，８０ 

５５ 物品所管換え請求書 ８２ 

５６ 物品受領書 ８２ 

５７ 固定資産事故報告書 ９２ 

５８ 固定資産引継書 ９３ 

５９ 支出負担行為決議書 １１１ 

６０ 予備費充当計算書 １１２ 



６１ 繰越見込調書 １１４ 

６２ 継続費繰越計算調書 １１４ 

６３ 予算繰越計算調書 １１４ 

６４ 試算表 １２１ 



別記様式第１号（第８条、第１０条、第１８条関係） 

年度                              Ｎｏ． 

 

収 入 伝 票 

 

件     

内  

 

  名 

  容  

            

振替伝票番号  

起 票 日   収  納  額  計  円  消 費 税 額 

計  

円  

決 裁 日     年  月  日      

収 納 日       

No.  内 訳 表  

訳  

表  

 摘  要   

予算年度   

  

 （款）   

 （項）  

予算科目  （目）  

 （節）  
 （細）  予  算  残  額  円  

 
借 

 

方  

（款）  
貸 

 

方  

（款）  

 （項）  （項）  

勘定科目  （目）  （目）  

 （節）  （節）  

 （細）  （細）  

債  権  者  
住  所 

氏  名  

  
収  納  額  円  

税区分／ 率  ％  消費税額  円  

 
摘 要  

 
予算年度  

 

  

 
（款）  

 

 
（項）  

予算科目  （目）  

 
（節）  

 
（細）  予 算 残 額  円  

 借

方  

（款）  
貸

方  

（款）  

 
（項）  （項）  

勘定科目  （目）  （目）  

 
（節）  （節）  

 
（細）  （細）  

債  務  者  

住  所 

氏  名  

  
収  納  額  円  

税区分／ 率  ％  消費税額  円  

  
センター長  事務局長  管理･業務部長  担当課長  担当課長  担当者  

        

 

企業出納員  



別記様式第２号（第８条、第１０条、第３０条、第４５条、第１１１条関係） 

年度                              Ｎｏ.   

 

支 出 伝 票 

件 
 

内  

名 
 

容  

           
支出区分 

支出決議番号  
 

起 票 日  
 

決 定 額 計 円  税 込 額 計  円  
決 裁 日  

 
 

年  
月  日  既支出額計  円  税 抜 額 計  円  

支 払 日  
   

消 費 税 額 

計  
円  

No. 内 訳 表  

 
摘   要  

 
予算年度 

 
  

予算科目 

（款） 
（項） 
（目） 
（節） 

（細）  

 

予 算 残 額  円  

勘定科目 

借 

 
方  

（款） 
（項) 
（目） 
（節） 

（細）  

金額                         円  

 
 
 
 
 

貸 

 
方  

（款） 
（項） 
（目） 
（節） 

（細） 

金額               円  
 
 
 
 

円  

借 

 
方  

（款） 
（項） 
（目） 
（節） 

（細）  
 金額             円 
 
 
 
円  

貸 

 
方  

（款） 
（項） 
（目） 
（節） 

（細） 

金額                          円  
 
 
 
 

円  
債 権 者 

住    所 
 
氏   名 
 
金融機関  

税区分／率  ％  決 定 額 円  税 込 額 円  
支払方法 

 
既支出額 円  税 抜 額 円  

  
消費税額 円  

  
センター長  事務局長  管理･業務部長  担当課長  担当課長  担当者  

        

 

企業出納員  



別記様式第３号（第８条、第１０条、第１３条、第１８条、第２８条、第７２条、 

第７４条、第７５条、第７６条、第８０条、第９１条、第１０６条、第１１１条、  

第１１８条関係）  

年度                              Ｎｏ.  

 

  

振 替 伝 票 

 

件  名 

 

内  容  

起 票 日   借方金額計  円  貸方金額計 円  
決 裁 日  年 月 日  消費税額計  円  消費税額計 円  
仕 訳 日   予算執行区分   資金振替区分   

    
決 算 区 分  

 
No.  内 訳 表  

 
摘  要  

 
予算年度  

借

方  

                                          

貸

方  

 

  

 
（款）  （款）  

 
（項）  （項）  

予算科目 （目）  （目）  
(発生科目) （節）  （節）  

 
（細）  （細）  

 
予 算 残 額  円  予 算 残 額  円  

勘 定 科 目 

借

方  

（款） 

（項） 

（目） 

（節） 

（細）  

金額             円 
 
 

円  

貸

方  

（款） 

（項） 

（目） 

（節） 

（細） 

金額             円  
 
 
 
 

円  

借

方  

（款） 

（項） 

（目） 

（節） 

（細）  

金額                         円  

貸

方  

（款） 

（項） 

（目） 

（節） 

（細） 

金額             円  
税区分／率  

      
％  

    
％  

取 引 先 
 

支払方法 
 

金 額 
    

円 （  
 

円）  
   

円 （  円）  

  
センター長  事務局長  管理･業務部長  担当課長  担当課長  担当者  

        

 

企業出納員  



 

 

別記様式第４号（第１１条関係） 

 

総 勘 定 元 帳                      

（単位：円）  

（款）      （項）      （目）       

  （節）      （細節）     

日 付 調書番号 摘  要 税区分 借方 貸方 差引残高 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       



別記様式第５号（第１１条関係） 

収  入  予  算  整  理  簿 

所属                             年  月 現在                       （単位：円） 

科目 予算額（Ａ） 調定額 
調定済累計額 

（Ｂ） 

予算残額 

（Ａ－Ｂ） 
収入済額 

執行率 

（Ｂ／Ａ）％ 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       



 

 

別記様式第６号（第１１条関係） 

支  出  予  算  整  理  簿 

所属                             年  月 現在                       （単位：円） 

科目 予算額(Ａ) 
支出負担行為額 

（当月） 
支出負担行為 
累計額(Ｂ) 

予算額と支出負担行
為累計額との差 
（Ａ－Ｂ） 

支出済額 
支出済額累計 

(Ｃ) 
予算額と支出済額と
の差（Ａ－Ｃ） 

執行率 
（Ｃ／Ａ）％ 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         



別記様式第７号（第１１条関係） 

未 収 金 整 理 簿                

年   月 現在 

 （未収金科目）                          （単位：円） 

発生科目 債務者 日付 調書番号 摘要 調定額 収納額 差引残高 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

 

 



 

 

別記様式第８号（第１１条関係） 

未 払 金 整 理 簿                 

年   月 現在 

 （未払金科目）                          （単位：円） 

発生科目 債務者 日付 調書番号 摘要 未払額 支払額 差引残高 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

 



別記様式第９号（第１１条関係） 

経 過 勘 定 整 理 簿                       

       年   月  現在 

支出区分                                                                        （単位：円） 
 

命令日 
資 金 交 付 精    算 

返納額 残高 摘要 
日付 調書番号 内訳 支払額 日付 調書番号 内訳 精算額 

            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            
            



 

 

別記様式第１０号（第１１条関係） 

物 品 受 払 簿                    

品 目                                                 単位           

 確 認 者 年 月 日 摘   要 受 払 受領者 現 在 備 考  

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

備考 １ 品目ごとに別葉とすること。 

２ 別に受領書を徴する場合にあっては、受領者欄を省略することができる。 

３ この様式により難い場合にあっては、別にこの様式に準じて作成することができる。 



別記様式第１１号（第１１条関係） 

預 り 金 整 理 簿                

年   月 現在 

科目：                              （単位：円） 

日付 調書番号 相手科目 摘要 支払額 計上額 精算額 差引残高 

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

 



 

 

別記様式第１２号（第１１条関係） 

 預 り 有 価 証 券 整 理 簿                 

（単位：円） 

年 月 日 摘 要        受入れ 払出し 残 高        

     

備考 摘要の欄には、納付者の氏名、証券種別、記号番号、受払理由等を記載すること。 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１３号（１）（第１１条、第１０７条関係） 

 固 定 資 産 台 帳 

 

    頁：    

 

事 業 区 分  管理区分  取  得  価  額    施  設  区  分  

資 産 名 称  財 源 名 称 財 源 額 年 間 償 却 額 減 損 累 計 額 取 得 年 月 日  

科 目 用 途      償 却 方 法  

構 造 区 分 
 耐用年数/償却率  

年 間 償 却 額  
残 存 価 額  

番 号 型 式  償 却 限 度 額  
管 理 換 施 設  減 損 累 計 額  
保 管 場 所  保管場所配置換: 

  
所  在  地  沿             革 * 区分   1=改良 2=一部除却 3=耐用年数変更 4=処分 5=その他 8=売却 

購  入  先  年 月 日 数 量 金 額 区 分 備  考 

数 量  面  積       

地 目 

 

年月日 備 考 
帳 簿 原 価 

減 価 償 却 累 計 額 
帳簿価額 

処 分 
借  方 貸  方 残  高 

数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額 借 方 貸 方 残 高 金 額 損 (一) 益 

              

所属 固定資産番号 



 

 

別記様式第１３号（２）（第１１条、第１０７条関係） 

固  定  資  産 台 帳 

 

                                                                                                                                              頁： 

 

年 月 日 備  考 
長 期 前 受 金 帳 簿 原 価 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 

帳 簿 価 額 
借  方 貸  方 残  高 借  方 貸  方 残  高 

                

所属 固定資産番号 



 別記様式第１３号（３）（第１１条、第１０７条関係） 

固 定 資 産 台 帳 

 

                                                              頁： 

 

 

 

 

 

所属 固定資産番号 

資産補足事項 

沿革補足事項 



 

 

別記様式第１４号（第１１条関係） 

企 業 債 台 帳                    

 
台帳番号１ 

借入年度 整理番号 
台 帳 番 号 ２ 

許可年度 整理番号  
作成年月日 

 
許 可  備  考 

 
     会計 年 月 日  

 借 入 先      借 入 額   借 入 日 
年  月  日 

  

 銘 柄      借 入 方 法   年 利 
％ 

  

 事 業 名      据 置 期 間 
年 回 

償還期間 
年   回 

  

 
起 債 区 分 

     
償 還 日 

上 期 下 期 
日割利子 

分 子 分 母   
      月  日 月  日     
 （単位：円）  

 
年
数 

回
数 

年 度 償 還 年 月 未 償 還 元 金 元 金 利 子 元 利 合 計 
年
数 

回数 年 度 償 還 年 月 未 償 還 元 金 元 金 利 子 元 利 合 計  

 
１ 

  年  月                 
17 

  年  月                  
   年  月                   年  月                  
   計                   計                  
 

２ 
  年  月                 

18 
  年  月                  

   年  月                   年  月                  
   計                   計                  
 

３ 
  年  月                 

19 
  年  月                  

   年  月                   年  月                  
   計                   計                  
 

４ 
  年  月                 

20 
  年  月                  

   年  月                   年  月                  
   計                   計                  
 

５ 
  年  月                 

21 
  年  月                  

   年  月                   年  月                  
   計                   計                  
 

６ 
  年  月                 

22 
  年  月                  

   年  月                   年  月                  
   計                   計                  
 

７ 
  年  月                 

23 
  年  月                  

   年  月                   年  月                  
   計                   計                  
 

８ 
  年  月                 

24 
  年  月                  

   年  月                   年  月                  
   計                   計                  
 

９ 
  年  月                 

25 
  年  月                  

   年  月                   年  月                  
   計                   計                  
 

10 
  年  月                 

26 
  年  月                  

   年  月                   年  月                  
   計                   計                  
 

11 
  年  月                 

27 
  年  月                  

   年  月                   年  月                  
   計                   計                  
 

12 
  年  月                 

28 
  年  月                  

   年  月                   年  月                  
   計                   計                  
 

13 
  年  月                 

29 
  年  月                  

   年  月                   年  月                  
   計                   計                  
 

14 
  年  月                 

30 
  年  月                  

   年  月                   年  月                  
   計                   計                  
 

15 
  年  月                 

31 
  年  月                  

   年  月                   年  月                  
   計                   計                  
 

16 
  年  月                 

32 
  年  月                  

   年  月                   年  月                  
   計                   計                  
 



別記様式第１５号（第１１条関係） 

預 金 口 座 出 納 簿                 

年   月 現在 

 科目                               （単位：円） 

日付 調書番号 内訳 相手科目／摘要 取引先 入 金 出 金 残 高 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

 

 



 

 

別記様式第１６号（第１１条、第７７条、第８０条関係） 

 貯  蔵  品  出   納  簿         

品名       

年月日 
伝票

番号 
摘 要 

受 入 れ        払 出 し        残 高        

数 量 単 価 金 額 数量 単価 金 額 数 量 単 価 金 額 

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

 

 



別記様式第１７号（第１１条関係） 

 一 時 借 入 金 出 納 簿                

（単位：円） 

年月日 摘 要        受入れ 払出し 残 高    備 考 

      

 

 

 

 

 

  



 

 

別記様式第１８号（第１１条関係） 

補  塡  財  源  明  細  書 

（年度推移） 

   年度   年度 

３ 

条 

収益的収入(ａ)   

収益的支出(ｂ)   

損益勘定留保資金   

損 益 (ａ－ｂ)   

補 
 

 
 

塡 
 

 

可 
 

 

能 
 

 

額 

損 益 勘 定 留 保 資 金 

当 年 度   

過 年 度   

貯蔵品入超   

   

消 費 税 資 本 的 

収 支 調 整 額 

当年度   

過年度   

繰越工事資金   

そ の 他   

利 益 剰 余 金 

減 債 積 立 金   

建設改良積立金   

当年度純損益   

繰越利益剰余金   

合   計   

４ 
条 

資本的収入(ｃ)   

資本的支出(ｄ)   

   

収支差引(ｃ－ｄ)   

補

塡

使

用

額 

損 益 勘 定 留 保 資 金 
当年度   

過年度   

消 費 税 資 本 的 

収 支 調 整 額 

当年度   

過年度   

繰越工事資金   

そ の 他   

利 益 剰 余 金 

減 債 積 立 金   

建設改良積立金   

当年度純損益   

繰越利益剰余金   

合   計   

不  足  額   

未 

使 

用 

損 益 勘 定 留 保 資 金 
当年度   

過年度   

消 費 税 資 本 的 

収 支 調 整 額 

当年度   

過年度   



繰越工事資金   

そ の 他   

 減 債 積 立 金   

建設改良積立金   

当年度純損益   

繰越利益剰余金   

合  計(ｅ)   

 

使

途

特

定 

退職給付引当金   

修 繕 引 当 金   

貯 蔵 品   

小 計 （ ｆ ）   

 

流 動 資 産   

流 動 負 債   

差  引（ｇ）   

 

貯

蔵

品 

庫  出  額   

庫入額(Ａ－Ｂ)   

当年度累計額Ａ   

前年度末残額Ｂ   

 

現

金

不

支

出 

減 価 償 却 費   

資 産 減 耗 費   

繰延勘定償却   

そ の 他   

合 計   

 

 

 

 

 

  

補

塡

財

源 

利 益 剰 余 金 



 

 

別記様式第１９号（第１１条、第３７条関係） 

現 金 出 納 簿                 

年   月 現在 

科目                                  （単位：円） 

日付 調書番号 内訳 相手科目／摘要 取引先 入 金 出 金 残 高 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

 



別記様式第２０号（１）（第１９条、第２０条、第５３条、第５４条、第５９条関係） 

 （１枚目） 

  

 

 

 

 

 

 

  

納 入 通 知 書 兼 領 収 書              
年  月  日    

 

様 

    下記の金額を納入してください。 
    
  埼玉県上尾市西貝塚１４８－１ 
  ☎０４８（７８１）２２２２（代） 
 埼玉県総合リハビリテーションセンター長  

 
受 診 年 月 日       ：  年  月  日 
入 所 期 間：  年  月  日～  年  月  日 
入院費計算期間：  年  月  日～  年  月  日 
（診療実日数） （   日） 

納入場所 
 埼玉県総合リハビリテーションセンター 
      銀行  本（支）店 
  
  

 受診科 入・外 費用区分 負担割合 本・家 区分  

        
   

 項  目 点数・金額 項  目 点数・金額 項  目 点数・金額  

 初・再診料 点 精神科専門療法 点 医 療 費 総 額 円  

 入 院 料 等 点 処 置 点 食 事 療 養 円  

 医学管理等 点 手 術 点 保険自己負担額 円  

 在 宅 医 療 点 麻 酔 点 ○消 保 険 外 医 療 費    円  

 検 査 点 放 射 線 治 療 点 食事自己負担額 円  

 画 像 診 断 点 病 理 診 断 点 ○消 文 書 料 円  

 投 薬 点 歯冠修復及び欠損補綴
てつ

 点 ○消 特別病室使用料 円  

 注 射 点 歯 科 矯 正 点 ○消 そ の 他 円  

 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 点 診 療 総 点 数 点 利用者負担総額 円  

  

 
 

元 号 
コード 年度  納 入 期 限  

       
       
 

 注１ ○消を付した金額には、消費税及び地方消費税が含まれています。 

  ２ 各種証明等に必要なので、大切に保存してください。 

  ３ 領収書の再発行はいたしません。 
   収納済印 

 金    額  納 入 通 知 番 号   

      

リハ→納入者→リハ又は金融機関→納入者  

埼玉県総合リハビリテーションセンター  

患者ＩＤ 



 

 

（２枚目） 

納 入 通 知 書              

年  月  日  

 

    様  

          下記の金額を収納してください。 

埼玉県総合リハビリテーションセンター長  

  

納入場所 

 埼玉県総合リハビリテーションセンター 

      銀行  本（支）店 

  

  

    
元 号 

コード 
年度  納 入 期 限  

 
 

        

         

  

       

       

             

   収納済印 

 金    額  納 入 通 知 番 号   

      

リハ→納入者→リハ又は金融機関→     銀行  本（支）店（統轄店）  

埼玉県総合リハビリテーションセンター  

 

 

 

 

 

 

 

  

患者ＩＤ 



（３枚目） 

収 納 済 通 知 書 

年  月  日  

 

様 

       下記のとおり収納しましたから 

       通知します。 

 

  

納入場所 

 埼玉県総合リハビリテーションセンター 

      銀行  本（支）店 

  

  

    
元 号 

コード 
年度  納 入 期 限  

 
 

        

         

  

       

       

             

   収納済印 

 金    額  納 入 通 知 番 号   

      

リハ→納入者→リハ又は金融機関→     銀行  本（支）店（統轄店）→リハ  

埼玉県総合リハビリテーションセンター  

 

 

 

 

 

  

患者ＩＤ 



 

 

（４枚目） 

調 定 内 訳 書 

年  月  日  

 

様 

 

 

 
受 診 年 月 日       ：  年  月  日 

入 所 期 間：  年  月  日～  年  月  日 

入院費計算期間：  年  月  日～  年  月  日 

（診療実日数） （   日） 

 

 

 

  

  

 受診科 入・外 費用区分 負担割合 本・家 区分  

        

   

 項  目 点数・金額 項  目 点数・金額 項  目 点数・金額  

 初・再診料 点 精神科専門療法 点 医 療 費 総 額 円  

 入 院 料 等 点 処 置 点 食 事 療 養 円  

 医学管理等 点 手 術 点 保険自己負担額 円  

 在 宅 医 療 点 麻 酔 点 ○消 保 険 外 医 療 費    円  

 検 査 点 放 射 線 治 療 点 食事自己負担額 円  

 画 像 診 断 点 病 理 診 断 点 ○消 文 書 料 円  

 投 薬 点 歯冠修復及び欠損補綴
てつ

 点 ○消 特別病室使用料 円  

 注 射 点 歯 科 矯 正 点 ○消 そ の 他 円  

 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 点 診 療 総 点 数 点 利用者負担総額 円  

  

    
元 号 

コード 
年度  納 入 期 限  

 
 

        

         

 

 

 

 

  

 金    額  納 入 通 知 番 号  

     

 

埼玉県総合リハビリテーションセンター 

患者ＩＤ 



別記様式第２０号（２）（第１９条、第２０条、第５３条、第５４条、第５９条関係） 

 納入通知書兼領収書  納入通知書  収納済通知書 

納入者 

             様 

下記の金額を納入してください。 

埼玉県上尾市西貝塚１４８－１ 

ＴＥＬ ０４８－７８１－２２２２（代表） 

埼玉県総合リハビリテーションセンター長        印 

納入場所 

 埼玉県総合リハビリテーションセンター 

      銀行  本（支）店 

 令和 年度 埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業会計 

款  

項  

目  

節  

細節  

調 定 番 号  

請求年月日 令和  年  月  日 

 

納入期限 令和  年  月  日 

金  額 円 

 

納付目的  

リハ→納入者→金融機関→納入者 

収納済印 

 

 

納入者 

             様 

下記の金額を収納してください。 

埼玉県上尾市西貝塚１４８－１ 

ＴＥＬ ０４８－７８１－２２２２（代表） 

埼玉県総合リハビリテーションセンター長 

納入場所 

 埼玉県総合リハビリテーションセンター 

      銀行  本（支）店 

 令和 年度 埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業会計 

款  

項  

目  

節  

細節  

調 定 番 号  

請求年月日 令和  年  月  日 

 

納入期限 令和  年  月  日 

金  額 円 

 

納付目的  

リハ→納入者→金融機関→   銀行  本（支）店（統轄店） 

収納済印 

 

 

納入者 

               様 

 

下記のとおり収納しましたから通知します。 

（宛先） 

埼玉県総合リハビリテーションセンター長 

納入場所 

 埼玉県総合リハビリテーションセンター 

      銀行  本（支）店 

 令和 年度 埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業会計 

款  

項  

目  

節  

細節  

調 定 番 号  

請求年月日 令和  年  月  日 

 

納入期限 令和  年  月  日 

金  額 円 

 

納付目的  

リハ→納入者→金融機関→  銀行  本（支）店（統轄店）→リハ 

収納済印 

 

 



 

 

別記様式第２１号（第２１条関係） 

口 座 振 替 納 付 届              

年  月  日 

（宛先） 

埼玉県総合リハビリテーションセンター長 

納入者住所          

氏 名              

 私は、埼玉県に納入する         を下記のとおり口座振替の方法により納入し

たいので、届出します。 

記 

 納入金の内容   

 金融機関店名 銀行     本（支）店  

 
預 金 口 座 名      

番    号 
預金         番  

   

 

上記の口座振替の方法による納入について、承諾します。 

年  月  日 

銀行     本（支）店長□印 

 

   

 

 

 

 

  



別記様式第２２号（第２１条関係） 

 （１枚目） 

   口 座 振 替 納 入 通 知 書 ○振    

納入者 収納済印  

              

             

             

            様 

下記の金額を納入者の預金口座から振り替え

てください。 
  

 収入徴収権者 □印  
納入場所        

銀行  本（支）店 

 
  

収納
日付    

    
 病 院 事 業 会 計 債務者コード   

  銀行 款 病院事業収益 請 求 番 号   

  支店 項 医業外収益 請求年月日 年 月 日  

 預金口座名 番 号 御中 目  納 入 期 限 年 月 日  

  
  節 

内 

訳 
        金  額  

 

○リ   銀行 

 

本（支）店 

      年度 

埼玉県総合リハビリテ

ーションセンター病院

事業会計 

     
 

   

    納付目的   リハ→金融機関  

○  

 

 

 （２枚目） 

   口座振替納入通知書兼領収書   

納入者 収納済印  

              

             

             

            様 

下記のとおり領収しました。   

  
納入場所        

銀行  本（支）店 

 
  

収納
日付    

    
 病院事業会計 債務者コード   

 

 

款 病院事業収益 請 求 番 号   

項 医業外収益 請求年月日 年 月 日  

目  納 入 期 限 年 月 日  

節 

内 

訳 

 金  額  

     年度 

埼玉県総合リハビリテ

ーションセンター病院

事業会計 

     
 

   

 納付目的  リハ→金融機関→納入者 

○  

 



 

 

 （３枚目） 

   収 納 済 通 知 書 ○振    

納入者 収納済印  

              

             

             

            様 

下記のとおり収納しましたから通知します。 

 
   （宛先） 

   埼玉県総合リハビリテーションセンター長 

      

 

 
納入場所        

銀行  本（支）店 

 
  

収納
日付    

    
 病 院 事 業 会 計 債務者コード   

 

 款 病院事業収益 請 求 番 号   

 項 医業外収益 請求年月日 年 月 日  

 目  納 入 期 限 年 月 日  

 節 
内 

訳 

 金  額  

 

○リ    銀行 

 

本（支）店 

 
 

    年度 

埼玉県総合リハビリテ

ーションセンター病院

事業会計 

     
 

  

    納付目的  リハ→金融機関→リハ  

○             

 



別記様式第２３号（１）（第２２条、第２４条、第５３条、第５４条関係） 

備考 １ 本用紙は、複写式５０組（原票、収納済通知票は薄紙、領収書は厚紙、計３枚１組とする。）つづりを１冊とすること。 

２ 番号は、年度間を通じて一連番号とすること。 

３ 書損又は毎年度使用した残紙は、表紙に不用枚数又は書損枚数を記載し、不用印又は取消印を押し、切り離さないでおくこと。 

 
（表 紙     ） 

                        

   

              切 取 線                    切 取 線      
  

 

 
 

第 号     から 
年度Ａ 

第   号まで 

 収 納 金 原 符           

年  月  日交付 

企業出納員 

氏 名          

    原 票              収納済通知書              領 収 書           

    Ａ第 号 年度 会計     Ａ第 号 年度 会計     Ａ第 号 年度 会計   

    款 項 目     款 項 目     款 項 目   

    
納
入
者 

     
納
入
者 

     
納
入
者 

   

                 

     金額 百 十 万 千 百 十 円 
      金額 百 十 万 千 百 十 円 

      金額 
百 十 万 千 百 十 円 

   

    

 

ただし 

 

年  月  日 

 

    

ただし 

上記の金額を領収しました。 

年  月  日 

企業出納員 

氏名 

    

ただし 

上記の金額を領収しました。 

年  月  日 

企業出納員 

氏名       □印  

  

    摘

要

 
 
 
 
 

 

消 込 整 理            摘

要

 
 
 
 
 

   

        摘          

    
係
員  

記
簿              要          

                     
この領収書は大切に保存しておいてくだ

さい。 
 

                         



 

 

別記様式第２３号（２）（第２２条、第２４条、第５３条、第５４条関係） 

 

下記金額を領収しました。 

埼玉県総合リハビリテーションセンター 

企業出納員 

年  月  日 

患者番号 

番号    金額    区分 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第２４号（第２２条、第２４条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業出納員用 公金収納事務受託者用 

 

 

 

 



 

 

別記様式第２５号（第２３条、第２４条、第３７条、第３８条、第５５条関係） 

（１枚目） 

 

 納入者 払 込 書 兼 領 収 書 ○払 
収納済印  

  
 

                 

                                  

                                  

                様 

  払 込 目 的 

  下記の金額を払い込みます。 

 

   

埼玉県総合リハビリテーション 

センター病院事業会計 

 
 

 款  

 項  

 目  第    号 年度 
 

 節 
内 

訳 
 

金     額  

            

  
 

納入者→金融機関→納入者 
 

 

（２枚目） 

  

 納入者 払     込     書 収納済印  

  
 

                 

                 

                 

               様 

  払 込 目 的 

  下記の金額を収納してください。 

 

   

  

 
 

○リ    銀行 

 

  本（支）店  
 款   

埼玉県総合リハビリテーション 

センター病院事業会計 

 項  

 目  第    号 年度 
 

 節 

内 

訳 

 
金     額  

            

  
 

納入者→金融機関 
 

 



（３枚目） 

 

 納入者 収 納 済 通 知 書 ○払           収納済印  
  

 
                 

                 

                 

               様 

  払 込 目 的 

  下記のとおり収納しましたから通知します。 

 （宛先） 

   埼玉県総合リハビリテーションセンター長 

    

 

   

 収 納
日 付 

 
    

  

 
  

○リ    銀行 

 

本（支）店 

  
 

 
 款  

 
  

埼玉県総合リハビリテーション 

センター病院事業会計 

 
 項  

 

 目  第    号 年度 
 

 節 

内 
訳 

 
金     額  

 
払込者コード 

             

  
 

 

         

納入者→金融機関→リハ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

別記様式第２６号（第２４条関係） 

収 納 事 務 受 託 者 証 明 書              

第 号       

住 所    

氏 名    

 上記の者は、地方公営企業法第３３条の２の規定により、埼玉県総合リハビリテーション

センター病院事業の業務に係る公金のうち     の収納の事務を委託された者であるこ

とを証する。 

 

     年  月  日 

埼玉県知事        □印  

 

 

 

 

 

 

  



別記様式第２７号（第２４条関係） 

受 託 収 入 計 算 書              

 

 種別                       年  月  日収納分  

 
納  入  者 金     額 摘     要 

 

 
円 

 

   

   

   

   

   

   

   

計 円 
 

 （宛先） 

   埼玉県総合リハビリテーションセンター企業出納員 

 

                             収納事務受託者            収 納 済 印  

                  氏     名   

 

 

 
 備考 １ 収入の種別ごとに別紙とすること。 

    ２ この様式により難い場合にあっては、別にこの様式に準じて作成することが

できる。 

 

 

 



 

 

別記様式第２８号（１）（第２７条関係） 

（１枚目） 

 納入者                    督 促 状 （ 請 求 書 ） 兼 領 収 書                      

 収 納 済 印  
                       下記のとおり督促します。 

 埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業会計 

 （     年度）        収入徴収権者            □印  

 
 

 
 

   

 
様 

  納入場所 

 
 

診 療 券 

番 号 
 

請求年月日 

（ ） 
  年 月 日 

（ 年 月 日） 

  リハ 

  (最 初 の
請求年月日 ） 滞 納 金  銀行 本(支)店 

 診療報酬請求内訳は下記のとおりです。 
この通知書により納付をお願いします。 

発 行 

番 号 
 

納 入 期 限   年 月 日 

（ 年 月 日） 
円 

 

（最 初 の
納入期限）  

 
患  者  氏  名  

 
  

診 療 期 日  

様      年  月  日～    年  月  日  

 
 

受診科 入・外 費用区分 負担割合 本・家 区分  
 

       
 

 保 険 

       

 

点 点 点 点 点 点 点 
       

点 点 点 点 点 点 点 
      食事療養 

点 点 点 点 点 点 円 
 

 保 険 外 負 担 

選定療養等 その他  
 保険 

（医業収益） 
保険（食事） 
（医業収益） 

保険外負担 

 
○消      円 ○消      円  （医業収益） （医業外収益） 
（内訳） （内訳）  合 計 円 円 円 円 

 負 担 額 円 円 円 円 
 負担額合計 円 

 注 １ ○消 を付した金額には、消費税及び地方消費税が含まれています。 
   ２ 各種証明等に必要なので、大切に保存してください。                                 
   ３ 領収書の再発行はいたしません。 

リハ→納入者→金融機関（リハ）→納入者  



（２枚目） 

 納入者                  督      促     状    ○督    

 収 納 済 印  
                       下記の金額を収納してください。 

 埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業会計 
 （     年度）         

 
 

 
 

   

 
様 

 納入場所 

 
 

診 療 券 

番 号 
 

請求年月日 

（ ） 
  年 月 日 

（ 年 月 日） 
滞 納 金 

 リハ 

  （最 初 の
請求年月日 ）  銀行 本(支)店 

 
発 行 

番 号 
 

納 入 期 限   年 月 日 

（ 年 月 日） 
円 

 

（最 初 の
納入期限）  

 

 

  

 

 
○納              銀行 

   本（支）店  

 

                        

     リハ→納入者→金融機関→  銀行 本（支）店 
 

 



 

 

（３枚目） 

 納入者                   収  納  済  通  知  書  ○督    

 収 納 済 印  
 

                  下記のとおり収納しましたから通知します。 
 埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業会計 
 （     年度）         （宛先） 
                     埼玉県総合リハビリテーションセンター長 

 
 

 
 

   

 
様 

 納入場所 

 
 

診 療 券 

番 号 
 

請求年月日 

（ ） 
  年 月 日 

（ 年 月 日） 
滞 納 金 

 リハ 

  （最 初 の
請求年月日 ）  銀行 本(支)店 

 診療報酬請求内訳は下記のとおりです。 
この通知書により納付をお願いします。 

発 行 

番 号 
 

納 入 期 限   年 月 日 

（ 年 月 日） 
円 

 

（最 初 の
納入期限）  

 
患  者  氏  名  

 
  診 療 期 日  

様      年  月  日～    年  月  日  

 
 

受診科 入・外 費用区分 負担割合 本・家 区分  
 

       
 

 保 険 

       

 

点 点 点 点 点 点 点 
       

点 点 点 点 点 点 点 
      食事療養 

点 点 点 点 点 点 円 
 

 保 険 外 負 担 

選定療養等 その他  
 保険 

（医業収益） 
保険（食事） 
（医業収益） 

保険外負担 

 
○消      円 ○消      円  （医業収益） （医業外収益） 
（内訳） （内訳）  合 計 円 円 円 円 

 負 担 額 円 円 円 円 
 負担額合計 円 

 注 １ ○消 を付した金額には、消費税及び地方消費税が含まれています。 
   ２ 各種証明等に必要なので、大切に保存してください。                                 
   ３ 領収書の再発行はいたしません。 

リハ→納入者→金融機関→ 銀行 本（支）店→リハ      



別記様式第２８号（２）（第２７条関係） 

（１枚目） 

 納入者  督 促 状 （ 請 求 書 ） 兼 領 収 書                        

 
                  

                

                

              様 

     収納済印  

 
下記のとおり督促します。 

 
 

収入徴収権者  □印          

   

 

納入場所        
  リハ 

銀 行  本（支）店  

    病 院 事 業 会 計 債 務 者 コ ー ド    
      

   款 病 院 事 業 収 益 発 行 番 号    
      

    項 医  業  収  益 
請 求 年 月 日 

（最初の請求年月日） 

年  月  日 

（ 年  月  日） 
  

 
       年度 

 埼玉県総合リハビリテーションセン

ター病院事業会計 

 目  
納 入 期 限 

（最初の納入期限） 

年  月  日  

（ 年  月  日） 
  

 この督促状は３枚一組になっています

ので切り離さずに納入場所にお持ちく

ださい。 

 節

内

訳 

 滞  納  金  額   

      
円   

     

    納付目的  リハ→納入者→金融機関→納入者   

           
 



 

 

 （２枚目） 

 納入者  督       促       状 ○督      

 
                

                

                

              様   

     収納済印  

 
下記の金額を収納してください。 

 
 

 

   

 
納入場所       
リハ 
銀 行  本（支）店  

    病 院 事 業 会 計 債 務 者 コ ー ド    
  ○リ     銀行 

本（支）店 
   

   款 病 院 事 業 収 益 発 行 番 号    
      

    項 医  業  収  益 
請 求 年 月 日 

（最初の請求年月日） 
年  月  日  

（ 年  月  日） 
  

 
       年度 
 埼玉県総合リハビリテーション
センター病院事業会計 

 目  
納 入 期 限 

（最初の納入期限） 
年  月  日  

（ 年  月  日） 
  

 

 

 節

内

訳 

 滞  納  金  額   

      円   
     

    納付目的  リハ→納入者→金融機関→ 銀行 本（支）店 

           



 （３枚目） 

 納入者  収  納  済  通  知  書  ○督      

 

                

                

                

              様 

下記のとおり収納しましたから通知します。 

 
   （宛先） 
     埼玉県総合リハビリテーションセンター長 

収納済印  

   

   
 

収納 
日付 

   
納入場所        
リハ 
銀 行  本（支）店  

       病 院 事 業 会 計 債 務 者 コ ー ド    
  ○リ     銀行 

本（支）店 
   

   款 病 院 事 業 収 益 発 行 番 号    

      

    項 医  業  収  益 
請 求 年 月 日 

（最初の請求年月日） 

年  月  日  

（ 年  月  日） 
  

 
       年度 
 埼玉県総合リハビリテーション
センター病院事業会計 

 目  
納 入 期 限 

（最初の納入期限） 

年  月  日  

（ 年  月  日） 
  

 

 

 節

内

訳 

 滞  納  金  額   

      円   
     

    納付目的  リハ→納入者→金融機関→ 銀行 本（支）店→リハ 

               



 

 

別記様式第２９号（第２８条関係） 

収 入 額 欠 損 調 書 

調定年度 科 目 
不納欠損

金 額 

納入義務者 不 納 欠 損      

処分の理由 

欠 損 処 分

年 月 日 
備 考 

住所 氏名 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 

 



別記様式第３０号（１）（第３０条関係） 

隔地払用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年度 合計 請求年月日 請求番号 支払金額 

 

年度 
埼玉県総合リハビリ
テーションセンター
病 院 事 業 

  

 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

  

  

店名 

 

支払内容 

銀行 本（支）店 

 

 

 

 

支
払
内
訳
書 



 

 

別記様式第３０号（２）（第３０条関係） 

隔地払用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

年度 合計 請求年月日 請求番号 支払金額 

 

年度 

埼玉県総合リハビリ

テーションセンター

病 院 事 業 

  

 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

  

  

店名 

 

支払内容 

銀行 本（支）店 

 

 

 

 

支
払
内
訳
書
（
課
・
リ
ハ
控
） 



別記様式第３１号（第３１条、第４８条関係） 

年度 

小 切 手 振 出 済 通 知 書                    

埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業会計 

              

金額 

 

 上記のとおり小切手を振り出したので通知します。 

  年  月  日 

            様 
埼玉県総合リハビリテーションセンター企業出納員 氏 名         □印  

 

 



 

 

別記様式第３２号（第３１条、第５６条関係） 

支 払 証            （債 権 者 用       ） 

支払年月日              支払証番号      年 度    

支出命令番号 

支 払 金 額 

債 権 者 名 

※本証の有効期限は、本日限りです。 

埼玉県総合リハビリテーションセンター企業出納員        □印  

 

支 払 証         （出納取扱金融機関用） 

支払年月日              支払証番号      年 度    

支出命令番号 

支 払 金 額 

債 権 者 名 

※本証の有効期限は、本日限りです。 

埼玉県総合リハビリテーションセンター企業出納員        □印  



別記様式第３３号（第３１条、第３２条、第３３条、第５６条関係） 

支 払 依 頼 書                

 

    年度 会計 埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業会計 

 

作成    年  月  日    

支払依頼番号       

 

 埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業出納取扱金融機関 

 

                       銀行  本（支）店  様 

 

 

 地方公営企業法施行令第２２条の４第２項の規定により、本書記載の金額を支払

ってください。 

 

 

埼玉県総合リハビリテーションセンター企業出納員       □印     

 

 支 払 年 月 日     年  月  日  

 

 支 払 総 額 円  

 

  支払方法 件 数 金 額 備 考  

 
支 

払 

内 

訳 

  円   

   円   

   円   

   円   

   円   

 計  円   

 

（出納取扱金融機関保管用） 



 

 

別記様式第３４号（１）（第３２条、第３３条、第４７条、第５６条関係） 

 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

案
内
書
（
埼
玉
県
総
合
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
病
院
事
業
） 

 

 
 

年  度 会     計 通知年月日 通 知 番 号 支  払  金  額 

年度 

埼玉県総合リハビリ

テーションセンター

病 院 事 業 

  

 

十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

 

 

 

通知書と照合して債権者に支払ってください。 

 

 埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業出納取扱金融機関 

 

              銀行   本（支）店  御中 

 

      埼玉県総合リハビリテーションセンター企業出納員 

  

 

 

                                                                    隔地払用 

 



別記様式第３４号（２）（第３２条、第３３条、第４７条、第５６条関係） 

口座振替案内書 

（埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業会計） 

                       

（取扱日）   年   月   日 

 

公金 

 

  

  

  

 金

額 

 

十 億 千 百 十 万 千 百 十 円    

     

 

先
方
銀
行 

 
支
店
名 

 

受

取

人

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

  

  

 
 

 

 

預
金
種
目 

１ 普 通    
 

２ 当 座    

口
座
番
号 

   

 

 
 

 

 

 

年

度 

 

年

月

日 

通

知 

 

番

号 

通

知 

   

 

 
 

 

内

容 

支

払 

     

 
依
頼
人 

埼玉県総合リハビリテーションセンター 

企業出納員 

（銀行コード） 

銀行  本（支）店 

 

 

   

 



 

 

別記様式第３５号（１）（第３２条、第３３条、第４７条、第４８条、第４９条関係） 

（表面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                                隔地払用 
                                                   

 

 

年 度 会  計 通知年月日 通知番号 支   払   金   額 

 
年度 

埼玉県総合リハビ

リテーションセンタ

ー 病 院 事 業 

  

 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

通
知
書
（
埼
玉
県
総
合
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
病
院
事
業
） 

（
裏
面
を
御
覧
く
だ
さ
い
。） 

 
受取方法 次のいずれかの方法でお受け取りください。 

 

１ 現金受領の場合 下記の銀行にこの通知書を持参（運転免許証等の

提示を求められることがあります。） 

２ 口座入金の場合 取引のある金融機関（ゆうちょ銀行及び郵便局を

除く。）にこの通知書、印鑑及び通帳を持参 

 

埼玉県総合リハビリテーションセンター企業出納員 □印   

 
 

 

支払金融機関 支払済印 検 印 

銀行    

本（支）店 

 

係 印 

支払内容   

  



（裏面） 

１ 受取方法 

(１) 現金で受け取る方法（支払金融機関で受け取る方法） 

ア 領収書欄に領収の年月日、住所及び氏名を記入し、押印し

た上で、通知年月日から１年以内に、表面に記載された銀行

の支店に提出し、現金をお受け取りください。 

イ 受取人が法人の場合は、領収の年月日、住所、法人の名称、

代表者の職名及び氏名を記入し、代表者印を押印した上で、上

記と同様の手続により、現金をお受け取りください。 

ウ 本人に代わって代理人が受け取る場合は、本人が委任状欄

に記名押印し、代理人が領収書欄に記名押印してください。 

(２) 支払金融機関以外の金融機関の預金口座に入金する方法 

ア 領収書欄に領収の年月日、住所及び氏名を記入し、押印した

上で、通知年月日から１年以内に、取引のある金融機関店舗（ゆ

うちょ銀行及び郵便局を除く。）に印鑑及び預金通帳とともに

提出すると、預金口座に入金記帳されます（入金は後日になり

ます。）。 

イ 受取人が法人の場合は、領収の年月日、住所、法人の名称、

代表者の職名及び氏名を記入し、代表者印を押印した上で、上

記と同様の手続により提出すると、預金口座に入金記帳されま

す（入金は後日になります。）。 

＊ 上記(２)の手続には、手数料がかかる場合があります。 

２ 受取上の注意 

 (１) 次のアからウまでのいずれかに該当する場合は、本送金通知書

では支払を受けることはできません。 

ア 表面に記載された支払金額又は宛先の住所若しくは氏名が訂正

されているもの 

イ 領収印（代理人が受け取る場合は、本人の委任印及び代理人の

領収印）がないもの 

ウ 通知年月日から１年を経過したもの（受取方法については、発行

機関にお問い合わせください。） 

 (２) その他 

   受取時の住所又は氏名が宛先の住所又は氏名と異なる場合は、運

転免許証、健康保険の被保険者証、住民票の写し、登記事項証明書

その他受取時の住所又は氏名を証明できるものを金融機関の窓口に

提示してください。 

 委  任  状 

 

  表面の支払金額の欄に記載された金額の受取を 

 

 （代理人） 

   住所 

 

   氏名 

 

  に委任します。   年  月  日 

 

 （本 人） 

   住所 

 

   氏名                    ○印  

 

 領  収  書 

 表面の支払金額の欄に記載された 

金額を領収しました。 

年  月  日 

 住所 

  営業に関するも
ので受取金額が
３万円以上のも
のは収入印紙を
お貼りください。 

  

 ○印    

     

  氏名       ○印  

（受取人が個人の場合は、本人又は代理人が氏名を自署す

ることにより押印を省略できます。） 

  

   
 



 

 

別記様式第３５号（２）（第３２条、第３３条、第４７条、第４８条、第４９条関

係） 

 

 

口 座 振 込 通 知 書 

 

 

 

 

 

 

 

あなたの口座に次のとおり振り込みましたので通知します。 

              埼玉県総合リハビリテーションセンター企業出納員 

 
銀 行 名 

支 店 名 

 
預  金

種 目 
  

  
口  座

番 号 
  

 病 院 名  振込日   

 振 込 金 額 円  

 

金 額 

支 払 内 容                

 伝票番号 内 容         備 考      

         

 問合せ先  



別記様式第３５号（３）（第３２条、第３３条、第４７条、第４８条、第４９条関

係） 

 口 座 振 込 通 知 書                 

埼玉県総合リハビリテーションセンター企業出納員 

あなたの口座に次のとおり振り込みましたので通知します。 

金 額  円 

銀 行 名  支 店 名  

預 金 種 目  口座番号  

年 度  振 込 日  

病 院 名  伝票番号  

支 払 内 容    

    
金 額  円 

銀 行 名  支 店 名  

預 金 種 目  口座番号  

年 度  振 込 日  

病 院 名  伝票番号  

支 払 内 容    

    
金 額  円 

銀 行 名  支 店 名  

預 金 種 目  口座番号  

年 度  振 込 日  

病 院 名  伝票番号  

支 払 内 容    

問合せ先 

 

 

 

 



 

 

別記様式第３６号（第３８条関係） 

  

資 金 前 渡 精 算 調 書              

 

 
本書精算のとおり相違ありません。 

 

出 納 受 付  

           部 長     副部長 

          課 長     主 幹     主 査   係 

        （センター長）（副センター長） （課長） 

 

 決 裁 年 月 日   

         

 課    所 

年 度 

集 合 目 節 区 分 

支出負担行為番号 

  

      

      

                      

 精算の説明  

 金             額 
負
符
号 

資金前渡担当者氏名  

  
十 兆 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

 本書のとおり精算します。 

  年 月 日 

 

 

 受 領 年 月 日 年   月   日   

 返 納通知書 発行 年   月   日   

 受 領 額 円   

 支 払 額 円    

 残 額 円    

 備 考    

   

 備考 本様式は２部複写とすること。 

 

 

 



別記様式第３７号（第４５条、第５２条関係） 

病 院 事 業 支 払 金 日 計 表              

No.       

 
小 切 手 等 枚 数 

 
区 分 支  払  合  計  金  額 

 

小 切 手 枚 本 日 分 
 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

更 正 済 通 知 書 件 

累 計 

          

支  払  年  月  日 

 

 

出納取扱金融機関 

 （宛先） 

企業出納員 

   出納取扱金融機関→埼玉県総合リハビリテーションセンター 

  

 

 



 

 

別記様式第３８号（第４５条関係） 

 

病院事業支払済通知書（日計表） 

No.     

 

 

 支 払 件 数 

 

区 分 支 払 合 計 金 額 

 

件 

支 払 年 月 日 本日分           

 累 計           

 

 上記のとおり支払いました。 

 

企業出納員     □印   

 

 

（宛先） 

  福祉政策課長 

  埼玉県総合リハビリテーションセンター長      

 

 

                   

 出納取扱金融機関→埼玉県総合リハビリテーションセンター  

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別記様式第３９号（第４６条関係） 

過誤納金還付（充当）通知書 

 

 

 

 

 

 
区 分 年 度 科 目 金 額 

 

納 付 義 務 の あ る 金 額 
  円 

納 付 し た 金 額 
   

過 納 又 は 誤 納 金 額 
   

未 納 の 金 額 
   

差引還付額（未納額） 
   

 

 上記のとおり還付（未納の金額に    年  月  日充当）します。 

 

      年  月  日 

 

 埼玉県総合リハビリテーションセンター長 □印   

 

 

 

 納入者氏名 様 

 

 

 

 

 

 



 

 

別記様式第４０号（第４７条関係） 

 

小 切 手 訂 正 通 知 書              

 

 
振 出 年 月 日 番   号 金   額 受  取  人 

 

  円  

 上記の小切手の振出しについて誤りがありましたので下記のとおり訂正してください。 

記 

 正   

 

 
誤 

  

 

           年  月  日 

埼玉県総合リハビリテーションセンター企業出納員      □印     

             様 

 



別記様式第４１号（第４８条関係） 

 

小 切 手 ・ 通 知 書 再 発 行 請 求 書                

    年度 

金    額 

発 行 年 月 日       

番    号 

支 払 場 所       

発 行 者       

 

 上記の
小 切 手
通 知 書

を亡失（毀損）したので、再発行を請求します。 

 

年  月  日 

 

住所 

氏名 

（宛先） 

埼玉県総合リハビリテーションセンター企業出納員 

 

未 払 証 明                

 

上記の金額が未払であることを証明します。 

年  月  日 

銀行  本（支）店        ○印    

 

備考 小切手の再発行請求をするときは、除権決定の謄本を添付すること。 

 

 

 

 

  



 

 

別記様式第４２号（第４９条関係） 

送 金 取 消 依 頼 書                

 年  月  日  

 （宛先） 

埼玉県総合リハビリテーションセンター企業出納員 

 

支出命令権者 □印    

 

 下記の送金を取り消してください。 

年 度 款 項 目 節 

     

 

金        額  伝  票  番  号 

   

 

債権者の住所及び氏名 

 

送金取消しする理由 

 

 

 

 

 

 

 

  



別記様式第４３号（第４９条関係） 

送 金 取 消 請 求 書                

年  月  日  

 

埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業出納取扱金融機関 

銀行  本（支）店 様 

 

埼玉県総合リハビリテーションセンター企業出納員  

 

下記の送金支払を取り消してください。 

記 

課所名 

年  度 款 項 目 節 

     

 

金        額  伝  票  番  号 

   

 

 収 納 済 印 

  

（出納取扱金融機関保管） 

 

 

 

 

  



 

 

別記様式第４４号（１）（第５２条関係） 

 

病 院 事 業 収 納 金 日 計 表              

No.           

 

 添付の通知書件数 

 

区 分 収 納 額 

 

 

収 納 年 月 日 本 日 分 
 

億 千 百 十 万 千 百 十 円 

 累 計           

 

出納取扱金融機関 ○印   

（宛先） 

企業出納員 

  出納取扱金融機関→埼玉県総合リハビリテーションセンター 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別記様式第４４号（２）（第５２条関係） 

病 院 事 業 収 納 金 日 記 票              

№       

 通 知 書 件 数  区 分 収  納  額  

 本日分 
 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

収 納 年 月 日 

累 計 
          

 

 埼玉県総合リハビリテーションセンター分 

  出納取扱金融機関用 

 備考 本票は、統轄店において整理保管すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別記様式第４５号（第５２条関係） 

病 院 事 業 支 払 金 月 計 表                

 

    年  月分 

 

 
区 分 支 払 合 計 金 額 

 

本 月 分 
          

累 計 
          

 

埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業出納取扱金融機関    

銀行  本（支）店      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別記様式第４６号（第５２条関係） 

病 院 事 業 月 末 預 金 現 在 高 表                

    年  月分 

 

内訳 前月までの

残 高 

本 月 分 

収 納 額 

本 月 分 

支 払 額 
残 額 

備 考 

（口座番号等） 種別 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業出納取扱金融機関    

銀行  本（支）店 ○印     

 

出納取扱金融機関→埼玉県総合リハビリテーションセンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別記様式第４７号（第５５条関係） 

年度 

隔 地 払

小 切 手
 未 払 通 知 書 

（払込書の年度を記入する。） 

送 金 支 払 案 内 書 

小切手振出済通知書 

発 行 年 月 日 

送 金 支 払 案 内 書 

小切手振出済通知書 

記 号 及 び 番 号 

債権者住所、氏名（法人に
あっては、その所在地、 
名称及び代表者の氏名） 

金 額 課 所 名 内 容 摘 要 

       
 

       
 

       
 

       
 

       
 

上記のとおり通知します。 

年  月  日 

 （宛先） 

埼玉県総合リハビリテーションセンター企業出納員 

埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業出納取扱金融機関 

銀行  本（支）店 ○印   

備考 １ 隔地払分と小切手分は、別紙とし、標題、発行年月日並びに記号及び番号欄中の不用文言は消すこと。 

２ 年度区分は、送金支払を取り消した日の属する年度とすること。 

３ 金額欄の末尾に小計又は合計金額を記入し、不用の欄には斜線を引くこと。 

４ 金融機関においては、摘要欄は記入しないこと。 



別記様式第４８号（第５５条関係） 

小 切 手 年 度 経 過 通 知 書                

 

  年  月  日  

 （宛先） 

埼玉県総合リハビリテーションセンター企業出納員 

 

埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業出納取扱金融機関  

銀行  本（支）店 ○印   

 

下記の小切手が年度を経過しましたので通知します。 

記 

小 切 手 振 出 

年 月 日 
小切手番号 受 取 人 金 額 備 考 

     

     

     

     

     

     

     

     

 

 

 

  



 

 

別記様式第４９号（第５６条関係） 

支 払 済 通 知 書                

    年度 埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業会計 

作 成    年  月  日   

支払依頼番号      

（宛先） 

埼玉県総合リハビリテーションセンター企業出納員 

  下記のとおり支払いました。 

 

埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業出納取扱金融機関            

                                             銀行  本（支）店  ○印  

記  

 

 
支払年月日 年  月  日 

 

 

 
支 払 総 額      円  

 

 

 

支 

払 

内 

訳 

支払方法 金     額 控 除 額 差 引 支 払 額  

    

    

    

    

    

計 円  円  円  

 

 

 

 

  



別記様式第５０号（第５８条関係） 

送 金 取 消 済 通 知 書                

年  月  日  

 （宛先） 

埼玉県総合リハビリテーションセンター企業出納員 

 

埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業出納取扱金融機関  

銀行  本（支）店  

 

下記の送金支払を取り消しましたので通知します。 

記 

課所名 

年 度 款 項 目 節 

     

 

金        額  伝  票  番  号 

   

 

支払請求年月日        年  月  日 

収 納 年 月 日               年  月  日 

金 融 機 関 名        

収 納 済 印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

別記様式第５１号（第６５条、第６６条関係） 

 

預 り 証              

 

    金額           円 

 内訳 

 有    価    証    券 現    金  

証 券 の 名 称 回、記号、番号 額 面 円 

  

円 

 

 

 ただし、                            として 

上記のとおりお預りいたしました。 

      年  月  日 

企業出納員氏名        □印   

 住 所 

 氏 名          様 

◇ 

受 領 証              

 上記のものを受領いたしました。 

      年  月  日 

 

氏 名             

 

 

 

 

  



別記様式第５２号（第７２条、第７５条、第８０条、第１０６条関係） 

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ 

入庫伝票 
科

目 
 

入庫 

月日 
年 月 日 

作

成 
 

記

帳 
 No. 

区 分 品 名 規 格 数 量 
単

位 
単 価 金 額 備 考 

         

         

         

         

         

         

         

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別記様式第５３号（第７４条、第７６条、第８０条関係） 

出 庫 伝 票 
区

分 
 出 庫 月 日 年  月  日 作成  記帳  頁  

項 番 品  名 規  格 数  量 単 位 単  価 金  額 備  考 

     
円 円 

 

        

        

        

        

        

        

        

 



別記様式第５４号（第７８条、第８０条関係） 

た な 卸 表                

年  月  日  

 （分類          ）       企業出納員         

 保管場所                 立 会 人         

品    名 形質寸法 

単 
 

位 

数        量 

備 考 

帳簿残高 実 測 増 減 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

別記様式第５５号（第８２条関係） 

物 品 所 管 換 え 請 求 書                

  年  月  日  

           様 

 

埼玉県総合リハビリテーションセンター長        □印  

 

下記のとおり請求します。 

記 

区 分 品 名 規 格 数 量 単 価 金 額 備 考 

    円 円  

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 

 

 

 

  



別記様式第５６号（第８２条関係） 

物 品 受 領 書                

  年  月  日  

           様 

 

埼玉県総合リハビリテーションセンター長        □印  

下記のとおり受領しました。 

記 

区 分 品 名 規 格 数 量 単 価 金 額 備 考 

    円 円  

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 

 

 



 

 

別記様式第５７号（第９２条関係） 

固 定 資 産 事 故 報 告 書                

埼玉県総合リハビリテーションセンター  

資 産 

番 号 

事 故 

年 月 日 
種 類 構 造 名 称 規 格 

取 得 

年 月 日 

耐 用 

年 数 
取得価額 残存価額 

減 価 償 却 

累 計 額 
勘 定 科 目 備 考 

             

 

原     因 現     状 改 善 事 項 そ    の    他 

    

 



別記様式第５８号（第９３条関係） 

固 定 資 産 引 継 書                

年  月  日   

              様 

     

 

埼玉県総合リハビリテーションセンター長       □印   

下記のとおり引き継ぎます。 

記 

種 類 名 称 構造・規格 数  量 取得年月日 耐 用 年 数 取 得 価 額 残 存 価 額 
減 価 償 却 

累 計 額 
備  考 

      

円 円 円 

 

 

 



 

 

別記様式第５９号（第１１１条関係） 

年度                             Ｎｏ．  

 

支 出 負 担 行 為 決 議 書 

支出区分 

件 名 

内 容 

起 票 日  税込負担行為額計 円 消費税額計 円 
決 裁 日 年 月 日 税抜負担行為額計 円   

      

No. 内 訳 表 
 摘   要  

入札の根拠  
契約の根拠  
予 算 年 度  
  

予 算 科 目 

（款） 

（項） 

（目） 

（節） 

（細） 

 

予 算 残 額 円 

債 権 者 

 

住    所 

 

氏    名 

 

金融機関 

税区分／率 ％ 税込負担行為額 円 消費税額 円 
支 払 方 法  税抜負担行為額 円   
      

 摘    要  

入札の根拠  
契約の根拠  
予 算 年 度  
  

予 算 科 目 

（款） 

（項） 

（目） 

（節） 

（細） 

 

予 算 残 額 円 

債 権 者 

 

住    所 

 

氏    名 

 

金融機関 

税区分／率 ％ 税込負担行為額 円 消費税額 円 
支 払 方 法  税抜負担行為額 円   
      

  
センター長  事務局長  管理･業務部長  担当課長  担当課長  担当者  

        

 

企業出納員  



別記様式第６０号（第１１２条関係） 

予 備 費 充 当 計 算 書                

金 額 円 福祉政策課  

科 目 節 予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 
今 後 支 払 

見 込 額 
差 引 過 不 足 額 摘   要 

（款） 
       

（項） 
       

（目） 
       

        

        

        

 

理 由 

 

 

 



 

 

別記様式第６１号（第１１４条関係） 

繰 越 見 込 調 書                      

科   目 工 事 名 予 定 額 執 行 予 定 額 繰 越 見 込 額 繰 越 理 由 

  円 円 円  

 



別記様式第６２号（第１１４条関係） 

年度 埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業会計継続費繰越計算調書 

１ 款項目 

２ 事業名 

３ 継続費の総額及び年割額                                             （単位：円） 

節 及 び 細 節 

継 続 費 予 算 現 額 支 払 義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 

残 額 
翌年度逓

次繰越額 

翌年度逓次繰越額に

係 る 財 源 内 訳 

翌年度逓次繰越額
に係る繰越を要す
るたな卸資産の購
入限度額 

予算計上額 
前年度逓

次繰越額 
計 

支払義務

発 生 額 

支払義務

発生見込

額 

計 
何々 何々 

            

備考 翌年度逓次繰越額に係る財源内訳欄には、継続費の翌年度逓次繰越額に充てるべき翌年度における財源（当該年度における継続費の財源のうち翌年度に収

入するものを含む。）の予定を記載すること。なお、財源については、企業債、損益勘定留保資金等財源の名称を具体的に記載すること。 

 

 



 

 

別記様式第６３号（第１１４条関係） 

年度 埼玉県総合リハビリテーションセンター病院事業会計予算繰越計算調書 

１ 事 業 名 

２ 繰越の理由 

３ 繰越計算書                                                         （単位：円） 

款 項 目 
節 及 び 

細 節 

予 算 現 額 

支 払 義 務 

発 生 額 

翌 年 度 

繰 越 額 

左 の 財 源 内 訳 

不 用 額 

翌年度繰越額に係

る繰越を要するた

な卸資産の購入 

限度額 

備 考 当 初 

予 算 額 

補 正 

予 算 額 

予備費充

当額又は

流 用 増

(△ )減額 

計 何 々 何 々 

（款） 

（項） 

（目） 

 

 

 

（節） 

（細節） 

（節） 

（細節） 

           

備考 １ 法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額と同条第２項ただし書の規定による事故繰越額とは、それぞれ別表として作成すること。 

２ 財源内訳欄には、翌年度繰越額に充てるべき翌年度における財源（当該年度における財源のうち翌年度に収入するものを含む。）の予定を記載する

こと。 

なお、この場合においては、企業債、損益勘定留保資金等財源の名称を具体的に記載すること。 

 

 



別記様式第６４号（第１２１条関係） 

試 算 表                       

  所属 

年  月  分                  （単位：円） 

借       方 

勘定科目 

貸       方 

残  高 
取引高 
累 計 

当月取引高 当月取引高 取引高 
累 計 

残  高 
計 振 替 資 金 資 金 振 替 計 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           
 


